
― 7 ―

令和４年第４回定例会

三 沢 市 議 会 会 議 録

第２号（令和４年１２月８日）

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◎議事日程

第１ 市政に対する一般質問

─────────────────

◎本日の会議に付した事件

第１ 市政に対する一般質問

─────────────────

◎出席議員（１７名）

議長 １番 堀 光 雄 君

副議長 １１番 加 澤 明 君

２番 久保田 隆 二 君

３番 舩 見 昌 功 君

４番 小比類巻 孝幸 君

６番 遠 藤 泰 子 君

７番 下 山 光 義 君

８番 佐々木 卓 也 君

９番 奥 本 菜保巳 君

１０番 澤 口 正 義 君

１２番 瀬 崎 雅 弘 君

１３番 西 村 盛 男 君

１４番 春 日 洋 子 君

１５番 小比類巻 雅彦 君

１６番 馬 場 騎 一 君

１７番 堤 喜一郎 君

１８番 森 三 郎 君

─────────────────

◎欠席議員（１名）

５番 田 嶋 孝 安 君

─────────────────

◎説明のため出席した者（１６名）

市 長 小檜山 吉 紀 君

副 市 長 米 田 光一郎 君

政 策 部 長 山 﨑 徹 君

財 務 部 長 高 橋 徳 孝 君

市民 生活部 長 田 中 誠 君

健 康福祉 部長 篠 田 浩 一 君

経 済 部 長 吉 村 聖 毅 君

建 設 部 長 松 橋 一 典 君

上 下水道 部長 織 笠 一 任 君

総 務 部 参 事
大 塚 勤 光 君

兼 秘 書 課 長

三沢病院事務局長 田 辺 正 英 君

消 防 長 浅 野 一 雄 君

教 育 長 山 内 康 之 君

教 育 部 長 立 崎 裕 輔 君

選挙管理委員会
石 岡 裕 通 君

委 員 長

選挙管理委員会
佐 藤 英 一 君

事 務 局 長

─────────────────

◎職務のため出席した職員

事 務 局 長 長 根 正 登 君

次 長 中野渡 孝 英 君

議 事総務 係長 白 銀 壮太郎 君

主 事 星 佳奈美 君



― 8 ―

午前１０時００分 開議

○議長（堀 光雄君） おはようございま

す。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（堀 光雄君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

久保田隆二議員の登壇を願います。

久保田議員。

○２番（久保田隆二君） おはようございま

す。２番、市民クラブの久保田隆二です。

通告に従いまして、一般質問をさせていた

だきます。

まずは、ペーパーレス会議の導入について

質問いたします。

現在、行政のデジタルを推進する目的か

ら、ペーパーレス会議を導入し、紙の削減や

会議運営の効率化に取り組む自治体が増えて

きております。

福島県の磐梯町では、ペーパーレス会議を

実施するため、タブレットと会議システムを

町の議会や執行部、また、教育委員会にて導

入しており、庁内全体のスタンダードになる

ことを一つのゴールとする取組を行っていま

す。

一般的に、ペーパーレス会議のメリットと

しては、紙削減の効果が１番に思い浮かびま

すが、それ以外に会議運営の効率化がありま

す。

そもそも会議の目的や重要度などは、各会

議によっても違いますが、どのような会議に

おいても、まずはその会議に出席している人

が発言者の意図を適切に理解することが求め

られます。会議の出席者が発言者の意図を適

切に理解するためには、発言をする方が口頭

だけで説明するのではなく、受け手にとって

理解しやすいように図や表などの参考資料を

用いながら説明するほうが分かりやすいと考

えます。

例えば学校現場においては、学校の先生が

児童生徒に分かりやすく説明をするために、

教科書やプリント、黒板などの様々なアイテ

ムを用いて分かりやすく説明ができるように

工夫をしております。

それで、近年、発言者の意図を適切に理解

する会議のアイテムとして、タブレットや

ペーパーレス会議システムが注目されていま

す。タブレットやペーパーレス会議システム

を導入するメリットは、次の三つであると考

えています。

一つ目として、発言者が会議の出席者に閲

覧してほしいページを会議システム上で通知

できることです。従来の紙での会議であれ

ば、発言者が、今から何ページ目のことを話

しますと出席者に伝えて、出席者が会議資料

内からページをめくって探していましたが、

ペーパーレス会議システムを利用すると、シ

ステム上でボタンを押すだけでそのページに

瞬時に飛ぶことができます。

次に、二つ目として、その場にない資料、

情報を出席者に共有できることです。会議を

行っていると、会議テーマに関連する内容に

議論が広がっていく場合もあり、その場にな

い説明資料や情報について発言する機会も増

えてくると思います。そうした際に発言者が

発言の参考となる資料や情報を出席者にその

場で画面共有などをして説明することや、イ

ンターネット上で記載されている情報にアク

セスできるリンクを出席者に共有すること

で、出席者が発言者の意図を理解しやすくな

ると考えています。

最後に、三つ目として、タブレットを持っ

た出席者が会議中にネット検索をできるとい

うことです。会議に出席をすると、分からな

い単語の意味や制度の背景などを調べたい場

合がありますが、その際に、私物のスマホを

取り出して調べるのではなく、ネットにつな

がっている会議用のタブレット等を活用し、

調べものをすることで出席者の質問がその場
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で解決され、より建設的な議論を行うことが

できると考えています。

ここまで、タブレットやペーパーレス会議

システムを会議に導入するメリットを説明し

てきましたが、このメリット、効果をより高

めるには一つ条件があります。それは、会議

に出席する方、会議で発言する方全員がタブ

レット等のシステムを導入しなければならな

いということです。これは一部の方のみが

ペーパーレス会議を実践しても効果が低く

なってしまうということになります。

しかしながら、現実的に予算の面から全て

の会議の出席者がタブレットを持つペーパー

レス会議システムを導入するということは難

しいかもしれませんので、まずは一部の役職

者のみが常時保有することや一定数のタブ

レットを保有して、その都度貸与するという

形も検討できるかと思います。

ＩＣＴ化を研究する目的としても、積極的

に取り組むべき施策であると考えています

が、ペーパーレス会議の導入について、当市

の御見解を伺います。

次に、二つ目の選挙における投票済証の活

用について質問いたします。

年々全国的に投票率が低下してきておりま

して、当市においても投票率が低下傾向にあ

ります。

直近の国政選挙のデータですが、令和４年

７月１０日に行われた参議院選挙、青森選挙

区選出議員選挙での三沢市の投票率は、当日

の有権者数３万２,２４０人、投票者数１万

７,４９３人、投票率５４.２６％でした。前

回の令和元年７月２１日の同選挙では、投票

率が４８.８５％でしたので、前回に比べて

投票率が向上していますが、令和元年の夏頃

は、コロナの影響で投票率が下がっていたと

の見方が強く、さらに前の平成２８年の参議

院選では、当市の投票率が５９.９３％でし

たので、低下傾向にあると考えています。

投票率が低い理由としては、若い者世代が

選挙に行かないことや、そもそも選挙、政治

への関心が低いなど様々な要因が考えられま

すが、投票は、有権者の賛否の意見や態度を

表明する行動であるため、民主主義の仕組み

において、投票率を向上させることが望まし

いと考えています。

さて、近年、投票率を向上させる施策とし

て、投票済証の活用が進んでいます。この投

票済証は、投票を行うことで、投票に行った

証明としてもらうことが可能です。

岐阜県可児市では、投票済証に市内の名所

や明智光秀が描かれたものなど、デザインに

こだわった投票済証を発行しています。

また、今年１０月の青森市議会議員選挙で

は、飲食店などの店舗様が自発的に投票済証

での割り引きサービスを展開し、ＳＮＳ上

で、ハッシュタグ選挙割などで多くの方に拡

散を行っていました。

このように投票率を向上させるために、投

票済証の活用が必要と考えますが、当市の御

見解を伺います。

以上で、私の一般質問を終了いたします。

御答弁よろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） ただいまの久保田隆

二議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） おはようございま

す。

ただいまの久保田議員の御質問の行政問題

の１点目、ペーパーレス会議の導入について

は私から、そのほかにつきましては選挙管理

委員長からお答えいたしますので、御了承願

いたいと存じます。

ペーパーレス会議につきましては、紙の使

用量の削減や業務負担の削減など、情報漏え

いリスクの低減など多くのメリットがあるこ

とは認識しており、当市におきましても積極

的に推進すべきものと考えております。

当市におけるペーパーレス会議の状況です

が、令和２年度から活動を行ってきた三沢市

ＩＣＴ推進プロジェクトチームの調査・研究

に基づき、画面共有機能を有する職員向けの

庁内ウェブ会議システムを導入するなど、段
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階的にではありますが、ペーパーレス会議の

実現に向けた環境整備を行っているところで

あります。

しかしながら、導入した庁内ウェブ会議シ

ステムは、ペーパーレス会議を行うことは可

能でありますが、セキュリティーの面から、

現状は職員のみの使用に限られていることか

ら、今後におきましては、システムをより有

効活用するため、各種審議会委員など、職員

以外の方々も含めたペーパーレス会議が行え

るよう、タブレットの導入を含め、検討して

まいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（堀 光雄君） 選挙管理委員会委員

長。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） 行

政問題の第２点目、選挙における投票済証の

活用についてお答えいたします。

投票済証は、公職選挙法に規定がなく、発

行につきましては、各自治体の判断に委ねら

れております。

当市において、現在、市独自の様式で投票

済証の発行をしておりますが、職場から提出

を求められた方からの申請がほとんどであ

り、交付枚数は１回の選挙で２０枚程度と

なっております。

投票済証の活用が投票率の向上につながる

のではないかという意見にも一理あります

が、投票に行かなかったことを理由に不利益

を受ける可能性もあり、また、選挙啓発運動

と営利活動は分けて行う必要があるものと考

えております。

投票率を向上させるためには、選挙や政治

に関心を持ってもらうことが何よりも重要で

あり、選挙人が自ら積極的に投票に参加する

よう、さらに選挙啓発に取り組んでまいりた

いと考えております。

以上です。

○議長（堀 光雄君） 久保田議員。

○２番（久保田隆二君） 御答弁いただきま

してありがとうございました。

１番から順に再質問をさせていただきたい

と思います。

まずは、１番のペーパーレス会議の導入に

ついての再質問なのですけれども、答弁の中

であったとおりに、導入するに当たっては、

特にセキュリティー面、私のほうも重々承知

しておりまして、いろいろな課題があるとこ

ろではあると思います。

それで、今、議会のほうでも来年１月から

タブレットを導入する予定となっておりまし

て、早ければ来年の２月から、そして、この

議場のほうでも来年の３月から導入予定と

なっているところではあります。

当然、議員は全員タブレットを持つわけで

すけれども、先ほどの私の質問の中でも出し

ましたけれども、やはりいろいろな画面を使

いながら共有してやっていくためには、例え

ば一般質問とかで執行部の皆さんにもタブ

レットを持っていただくことができれば、例

えば何か一般質問をするときに、参考資料を

執行部の方に共有して、一般質問を進めてい

くようなこともできるのではないかと思って

いるところでございます。

そういった中で、職員全員がタブレットを

持つというのは、すごくお金的にも厳しいと

ころであるので、まずは、持つ人を限定し

て、使う場所も議場とかに限定してやってい

くということもできるのではないかと思うの

ですが、その点に関しまして、今の検討状況

といいますか、取組について再質問をさせて

いただければと思います。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 市議会の本会議

などでの執行部側のタブレットの使用につい

てお答えいたします。

議会とペーパーレス会議を実施することに

なりますが、市の職員が使用する行政用の

ネットワーク、ＬＧＷＡＮというシステムを

扱っておりますが、これと議会が導入するイ

ンターネットを利用したシステム、ペーパー

レス用のソフト導入になるかと思うのです

が、これを接続する必要がございます。
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当市を含めた全国の自治体では、情報漏え

いを防止するために、行政用のネットワーク

とインターネットは分離して使用しておりま

す。このことから、議会が導入するシステム

と行政用のネットワークの接続につきまして

は、相当のセキュリティー対策が必要となり

ます。今後、慎重に検討してまいりたいと考

えます。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 久保田議員。

○２番（久保田隆二君） 御答弁いただきま

してありがとうございました。

再々質問はございません。副市長おっしゃ

られたとおりに、セキュリティー的な壁とか

いろいろあるかと思います。これから議会の

ほうでも入ってきますので、一緒に検討チー

ムとかをやったりしながら、最適な在り方を

一緒に検討していければというところでござ

います。

以上で、１番については終了いたします。

次に、２番の選挙における投票済証の活用

について質問をさせていただきたいと思いま

す。

今、選挙のたびに大体１回２０枚程度の投

票済証が三沢市では発行されているというこ

とだったのですけれども、これは、毎回選挙

前に投票済証を全部印刷して、有権者数分を

印刷していて、常に全員に渡せるようになっ

ているものなのか、それともその都度、申請

が来たら印刷して出すものなのか、そこら辺

について再質問させていただきたいと思いま

す。

○議長（堀 光雄君） 選挙管理委員会委員

長。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） も

ともと印刷している用紙があります。各投票

所にはそれを置いていて、欲しいという人に

は、それに判こを押してお渡ししている。そ

れだけで、可児市のような明智光秀とかの

キャラはなく、ただ普通のＡ５サイズの紙

に、欲しいという方に判こを押して渡してい

るということであります。

以上です。

○議長（堀 光雄君） 以上で、久保田隆二

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

奥本菜保巳議員の登壇を願います。

奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） おはようございま

す。日本共産党、奥本菜保巳でございます。

それでは、基地問題、福祉問題、経済問

題、除雪問題の４項目について、通告順に一

般質問をいたします。

まず、基地問題について質問いたします。

基地問題の１点目、日米共同訓練統合演習

「キーン・ソード２３」について伺います。

当該演習は、１９８５年に始まり、おおむ

ね２年に一度のペースで行われ、今回で１６

回目となっているそうです。

全国各地にある自衛隊施設と在日米軍基地

のある地域、さらに奄美大島、徳之島におい

て、自衛隊と米軍の双方が即応体制を確認す

るとともに、部隊を一緒に運用できる能力を

高めるために訓練を行うものとされていま

す。

報道によりますと、１１月１０日に始ま

り、青森県内では、三沢対地射爆撃場や三沢

沖などで救助訓練や総合ミサイル防空訓練が

行われたとあります。

この演習に当たり、日米合同委員会合意事

案として、航空自衛隊千歳基地、陸上自衛隊

八戸駐屯地及び旧天ヶ森小中学校の一部土地

及び建物等を追加提供することについて承認

を得たとあります。

そこで、今回の当該演習の訓練内容と訓練

域の追加提供に対する市の対応について経緯

を伺います。

次に、基地問題の２点目、当該演習におけ

るＣＶ－２２オスプレイの訓練について伺い

ます。

私は９月議会におきまして、機体に不具合

が見つかったＣＶ－２２オスプレイについて

質問をいたしました。米空軍の特殊作戦司令

部が今年８月１６日から、機体の不具合を理
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由にＣＶ－２２オスプレイ全５２機の飛行を

停止しました。

しかしながら、不具合は解決されなかった

にもかかわらず、１か月もたたないうちに飛

行を再開させました。不具合をそのままにし

て、危険な訓練が繰り返されることは、市民

の生命・財産を守る観点からも、安心・安全

の観点からも容認できるものではないと思い

ます。

今回の演習に関して、ＣＶ－２２オスプレ

イによる三沢対地射爆撃場及び三沢沖での訓

練に対する当市の対応を伺います。

次に、福祉問題について質問いたします。

１点目として、介護事業における移送サー

ビスについて伺います。

三沢市では、社会福祉協議会への委託事業

として、移送サービス事業を行っています。

在宅で介護を受ける要介護度４、５の方々に

対し、無料で三沢市内の病院までの送迎を行

う移送サービス事業となっており、大変喜ば

れているところです。

しかし、残念ながら送迎を必要とする介護

者全ての方が利用できるものにはなっていま

せん。ある方は、希望する介護やリハビリが

三沢の施設にはないため、十和田の有料老人

ホームに入所し、脳神経内科を受診するため

八戸の病院に行かなければならず、介護タク

シーを利用せざるを得ない状況になっている

そうです。介護タクシーを利用すると往復で

２万円ほど受診のたびにかかり、大きな負担

となっているというお話を伺いました。

また、ある方は、脳梗塞で八戸の病院にか

かり、現在は三沢の施設に入所しています

が、月に一度、八戸の病院を受診しなければ

ならず、介護タクシーで２万円もかかり、大

変大きな負担になっていると伺いました。

一般的に介護施設へ入所する場合、有料老

人ホームでは一月１５万円以上かかるとも言

われています。さらに介護タクシーや病院で

の治療費も加わることになれば、年金では賄

えず、貯蓄を取り崩しながら介護をするとい

う実態があり、貯蓄が底をつけば必要な医療

も受けられなくなるとの切実な声をお聞きし

ました。

基本的には、介護タクシーは介護保険適用

外となっているそうです。特別養護老人ホー

ムでは、入所者に対し、事業所と提携してい

る病院への送迎に関しては施設で行ってお

り、自己負担はありません。しかし、提携し

ていない病院へかかる場合は介護タクシーを

利用することになり、自己負担になるケース

もあるということです。

また、社会福祉協議会での送迎サービスに

おいても、希望者が多い場合、予約が取れな

いと利用することはできないことになりま

す。

以上、このような実情を踏まえ、現在の移

送サービスにおける現状はどのようになって

いるのか、また、移送サービスの対象から外

れる方々への負担軽減策が必要であると考え

ますが、当市の見解を伺います。

次に、２点目として、介護用品支給事業に

ついて伺います。

ここでは、介護用品のおむつ支給のことに

ついて伺いたいと思います。

一般的に、寝たきりで生活している成人の

場合、紙おむつ１日の交換回数は５回以上必

要になるそうです。大人用の紙おむつとなる

と、紙パンツタイプであっても、サイズや高

い機能性を求めると価格が高くなります。

また、介護レベルが高い人の場合、紙おむ

つに加え尿取りパッドや介護用シーツ、お尻

拭きといったものも必要になってきます。１

か月のおむつ代は、紙パンツタイプのみでも

１万円以上の出費になるそうです。介護者を

抱える家族の方からも、おむつの購入への負

担が重いという声を伺いました。

三沢市では、要介護度４、５の在宅の方々

に対しておむつを支給していることは承知し

ております。しかしながら、物価高騰によ

り、おむつの価格も値上げされている中、お

むつ支給の対象から外れる施設入所者の方々

へも支給できるよう要件を緩和するべきと思

いますが、当市の見解を伺います。
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次に、経済問題について質問いたします。

三沢市住宅リフォーム補助金事業について

の１点目、当該事業の現状について伺いま

す。

住宅リフォーム助成制度が、地元業者の仕

事確保と地域経済の活性化を目的として事業

化されました。全国的にも取り組む自治体が

広がっています。補助金額に対して工事総額

は数倍から数十倍にも上り、地元への経済波

及効果は抜群で、事業者からも施主からも喜

ばれている人気の事業です。

当該事業は、５０万円以上の工事を対象

に、契約額の１０％を補助し、本年度の限度

額は１０万円となっています。このところの

物価高騰により建築資材や機器が月を追うご

とに値上げされている中、建築事業者や施主

が建築費の高騰に頭を痛めています。

このような状況下において、当該事業の現

状はどうなっているのか、また、その実績に

ついて伺います。

次に、住宅リフォーム補助金事業の２点目

について伺います。

本年度当該事業の補助金が、これまでの限

度額２０万円から１０万円に減額されまし

た。限られた予算の中で多くの方々に補助金

を活用していただくために減額とした旨の説

明は伺っています。

しかしながら、建築資材・機器の高騰が事

業者と施主に大きな打撃を与えています。来

年度もさらに資材の値上げが予想されること

から、リフォームを控えるといった事態を招

きかねません。

また、リフォームの場合、経年劣化ととも

に水回りなど、どうしても工事をしなければ

ならないケースも出てきています。そういっ

た方々への資材高騰への支援のためにも、そ

して、事業者の方々が住宅リフォーム工事の

営業をしやすくするためにも限度額の引上げ

が必要であると考えます。当市の見解を伺い

ます。

次に、除雪問題について質問いたします。

高齢者宅等への除雪の際の置き雪対策につ

いて伺います。

当市が独り暮らしの高齢者宅、高齢者のみ

の世帯への除雪支援策に取り組んでいること

は承知しております。

軽度生活援助事業の項目の中に、高齢者宅

への除雪支援があります。１回２００円で除

雪してもらえます。要件は、６５歳以上の高

齢者のみの世帯で、世帯員のいずれかが要介

護度１以上に該当する方の世帯、また、世帯

全員が要支援１、２、または総合事業対象者

の方になります。

ほかにも除雪生活支援サービス事業という

のがあります。この事業に参加する町内会を

募り、委託契約を結び、区域内の高齢者宅の

除雪を行うというもので、町内会へは、１世

帯１時間につき１,１００円が支給されま

す。

前者、後者の二つの事業は、高齢者への除

雪支援として実施されていますが、中身の詳

細を見ますと十分なものとは言えません。

まず、軽度生活援助事業の除雪支援では、

令和２年度は、１世帯当たり、ワンシーズン

４回までで、除雪車が道路脇に寄せる置き雪

は除雪の対象になっていません。また、町内

会が行う除雪支援も全１０９の町内会が参加

しているわけではありません。令和２年度は

２８町内会にとどまっています。

そこで、新庄市が取り組まれている置き雪

対策を除雪支援事業に追加していただきた

く、提案したいと思います。

その取組は、新聞記事に掲載されていまし

た。新庄市では、除雪車を走らせている運転

手にスマートフォンを通じて高齢者宅の位置

を知らせるシステムの運用を始めた。通知場

所付近を丁寧に作業してもらい、お年寄りの

雪かきの負担を減らす狙いだ。除雪管理シス

テムのソフトのメニューの一つで、６５歳以

上の支援が必要な高齢者等の自宅位置をサー

バーに登録、除雪車が該当する住宅の半径３

０メートル以内に入ると、運転手の専用スマ

ホにアラーム音と文章で知らせる。運転手

は、通知されると、その家の前では除雪車の
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速度を緩め、丁寧に作業している、とありま

した。

高齢者は、周囲に遠慮し助けを求めないこ

とが多いことから、基礎疾患を抱えていても

無理して雪かきをしているケースが見受けら

れます。

また、除雪業者が置き雪を排雪する際に、

空き地などを提供する地権者に固定資産税の

減免をするなど、空き地の有効活用にもつな

げているそうです。

現在、三沢市は除雪管理システムを導入し

ていませんが、社会全体がデジタル化を進

め、業務の効率化が求められている昨今、除

雪管理と事務作業の手間を省ける除雪管理シ

ステムを導入し、高齢者への除雪支援につな

げるべきと思います。当市の見解を伺いま

す。

以上で、壇上からの一般質問を終わりま

す。御答弁をよろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） ただいまの奥本菜保

巳議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの奥本議

員御質問の基地問題についての第２点目につ

いては私から、そのほかにつきましては担当

部長からお答えをさせますので、御了承願い

たいと存じます。

日米共同統合演習「キーン・ソード２３」

におけるＣＶ－２２オスプレイの訓練に対す

る当市の対応についてお答えします。

防衛省から日米共同統合演習「キーン・

ソード２３」訓練実施前に、三沢基地、三沢

対地射爆撃場及び八戸駐屯地等において実施

される日米共同での救助訓練及び情報収集訓

練について、ＣＶ－２２オスプレイが参加す

るとの説明を受けております。

当該演習の実施に当たり、当市といたしま

しては、米軍三沢基地司令官及び第３航空団

司令に対し、安全飛行に十分留意するととも

に、整備・点検には万全を期し、絶対に事故

のないようにすること。市街地上空での訓練

は行わないこと。早朝・夜間の訓練は行わな

いこと。航空機騒音の縮減に努めること。新

型コロナウイルス感染症拡大防止対策に万全

を期すことの５項目について要請するととも

に、東北防衛局長に対しましても、当該５項

目について、訓練実施部隊に要請するよう申

し入れております。また、当該演習期間中に

おける連絡体制について、東北防衛局と事前

に確認したところであります。

いずれにしましても、ＣＶ－２２オスプレ

イに限らず、三沢基地及び三沢対地射爆撃場

等において実施される特別な訓練の情報が

入った際には、その都度米軍や国に対し、市

民生活の影響に十分配慮するよう要請してい

るところであります。今後も引き続き、関係

機関に申し入れてまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） 基地問題の第１

点目、日米共同統合演習「キーン・ソード２

３」の訓練内容と旧三沢市立天ヶ森小中学校

の土地及び建物が当該訓練域となった経緯に

ついてお答えいたします。

令和４年度日米共同統合演習「キーン・

ソード２３」は、グレーゾーン事態から武力

攻撃事態等における自衛隊の運用要領及び日

米共同対処要領を演練し、自衛隊の即応性及

び日米の相互運用性の向上を図るため、１１

月１０日から同月１９日までの間、日本周辺

海空域、自衛隊施設及び在日米軍施設など、

全国規模で訓練が実施されたものでありま

す。

まずはじめに、当該演習の当市での訓練内

容についてでありますが、三沢基地、三沢対

地射爆撃場及び三沢沖等において、総合ミサ

イル防空訓練、救助訓練、情報収集訓練及び

統合火力誘導訓練等が実施されております。

また、今回はじめて、旧天ヶ森小中学校に

おいて情報収集訓練が実施されたところであ

りますが、防衛省の説明によりますと、当該

訓練は、敵からの攻撃を未然に防止するた
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め、監視等による情報の収集及び伝達を行う

訓練とのことであります。

次に、旧天ヶ森小中学校が当該演習におけ

る訓練域となった経緯でありますが、防衛省

から、当該演習における旧天ヶ森小中学校の

使用について、当市に事前に打診があったこ

とから、市職員立ち会いの下、訓練部隊の隊

員及び防衛省職員による現地確認を実施し、

現在の施設使用状況や訓練による建物及びそ

の周辺への影響等を総合的に判断した結果、

問題はないとの結論に至ったことから、必要

な手続を経て、当該施設が訓練地となったと

ころであります。

なお、訓練終了後に、訓練部隊の隊員及び

防衛省職員立ち会いの下、市職員による当該

施設の点検を実施しておりますが、使用後の

状態に問題はなかったとの報告を受けており

ます。

今後におきましても、同様の申出があった

場合には、事案ごとに個別に判断し、対応し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 福祉問題の

第１点目、当市における移送サービス事業の

現状と負担軽減策についてお答えいたしま

す。

現在、当市では、一般の公共交通機関の利

用が困難な、市内にお住まいになっている要

介護４、５の寝たきり高齢者等を対象に、市

内及び当市より２キロ圏内の病院への通院に

御利用いただける移送サービスを三沢市社会

福祉協議会へ委託し、無料で実施していると

ころでございます。

令和３年度の実績といたしましては、利用

者数４８名、利用回数４７２回となってお

り、多くの方々に御利用いただいているとこ

ろでございます。

御質問の介護タクシーを利用し、市外の病

院に通院されている方への負担軽減策につき

ましては、高齢化の進展に伴い、いろいろな

ケースが出てくるものと考えますことから、

他市の実情や利用者ニーズ等を勘案しなが

ら、他の自治体の実施状況等を調査・研究し

てまいりたいと考えております。

次に、福祉問題の第２点目、介護用品支給

事業の要件緩和についてお答えいたします。

当市では、平成２１年度より、要介護４、

５の在宅及び住宅型施設に入所されている、

寝たきりで市民税が非課税である高齢者等に

対して、その経済的負担を軽減するため、月

５,０００円を限度額とした介護用品支給事

業を実施しており、令和３年度の実績といた

しましては、延べ７０８名の方々に支給を

行っております。

御質問の有料老人ホーム及び老人保健施設

への入所者に対する介護用品の支給でござい

ますが、有料老人ホーム入所者につきまして

は、当該事業におきまして、既に支給を行っ

ております。

また、老人保健施設入所者につきまして

は、おむつ等の介護用品の費用は、介護保険

サービス費用の中に含まれているところでご

ざいます。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） 経済問題の第１

点目、住宅リフォーム補助金事業の現状につ

いてお答えいたします。

市民における住環境の改善意識の向上と市

内建築事業者の受注機会の促進を目的とした

当該事業は、住宅のリフォームを行う場合に

おいて、市内登録事業者を活用し、かつ５０

万円以上の施工を対象に、補助率１０％、限

度額を１０万円として助成するものでござい

ます。

なお、昨年度までは限度額を２０万円とし

て実施してきたところでございますが、当該

事業は非常に人気が高く、毎年年度途中で予

算額を超過し、申請受付を締め切らざるを得

ない状況が続いておりました。そのため、住

宅リフォーム工事を延期される方や市外事業

者へ発注されるケースも見受けられました。

このような状況を打開し、限られた予算内で
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最大限の効果を得ることを目指して、本年度

から補助率１０％は維持したまま、限度額を

２０万円から１０万円に引き下げ、より多く

の市民が補助金を受給できる仕組みに切り替

えて、当該事業を継続実施したところでござ

います。

その結果、昨年度の利用件数は１６９件、

補助金額２,３５０万円、市内事業者が受け

取る工事費総額が３億２,７００万円だった

のに対し、今年度は、１１月末現在ではあり

ますが、利用件数が１８９件、補助金額１,

６８６万円、市内事業者が受け取る工事費総

額は３億５,０００万円を超え、現時点にお

いても、昨年度と比較し、利用件数、工事費

総額共に増加している状況でございます。

続けて、経済問題の第２点目、住宅リ

フォーム補助金事業の限度額引上げについて

お答えいたします。

当該補助金について、今年度から支給限度

額を２０万円から１０万円に引き下げて実施

したところでございますが、その結果とし

て、現在の予想値ではありますが、昨年度よ

り１００件以上多い２７０件程度の利用を見

込んでおります。また、先着順ではなく、希

望者全員への助成が可能となることから、公

平性が確保されるため、建築事業者やリ

フォームされた多くの市民から御理解いただ

いているものと考えております。

その一方では、奥本議員御指摘のとおり、

年度の当初には予想できなかったほど、各種

物価高騰が進んでいるため、補助限度額の引

上げや、より手厚い助成等へのニーズが高

まっているものと捉えております。

このような状況を踏まえ、当市といたしま

しては、今後におきましても、市内建築事業

者や住宅リフォーム事業の利用者等から意見

を頂きつつ、コロナ禍の対応や物価高騰等の

影響で逼迫している市内経済の醸成も踏まえ

た幅広い検討を重ね、市民ニーズに即した経

済効果の高い補助事業として運営していける

よう、引き続き取り組んでまいりたいと考え

ております。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 除雪問題につい

てお答えいたします。

山形県の新庄市では、ＧＰＳ機能を活用し

た除雪車の運行管理システムを用いて、高齢

者や障害者の住宅の前に雪を置かない道路除

雪が開始されているとのことでございます。

このことについて、新庄市から情報収集を

行ったところ、除雪車両管理システムを活用

し、あらかじめ届出された高齢者や障害者の

住宅に近づいた際、スマートフォンの画面表

示とアラームにより、除雪オペレーターに知

らせることで、より丁寧な間口除雪を促す取

組が進められており、おおむね好評を得てい

るとのことでありました。

新庄市では、独り暮らしの高齢者や身体障

害者の方々を対象としており、自ら雪片づけ

をすることが困難な場合の生活不安を和らげ

るための支援として、徐々に定着しつつある

とのことであります。

当市といたしましても、高齢者や障害者等

の支援を必要とする方々の住宅の間口除雪に

つきましては、潜在的な需要があるものと認

識しており、さらに、除雪の方法につきまし

ても、今後に向け工夫の余地があるものと考

えております。

その方法の一つとして、除雪管理システム

は有効なものであると思われ、導入や保守点

検など維持管理に係る費用も含め、これまで

に引き続き調査・研究を進めるとともに、除

雪請負業者や関係部署との協議、情報の共有

を図りながら、よりよい除雪対策に努めてま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、質問順に再質問をさせていただ

きたいと思います。

まず、基地問題の１点目なのですけれど

も、今回の日米共同統合演習、この訓練内容
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を監視等伝達、いろいろ調査して、安全面が

確保されているということで認めたというふ

うに今、答弁があったと思うのですけれど

も、地域住民はこれを知っているのでしょう

か。

やはりこういうふうな訓練となると、２０

１９年１１月６日の、３年前の事故なのです

けれども、Ｆ－１６戦闘機が、重さ２２６キ

ロもある模擬弾を六ヶ所の民有地に落下させ

たと。その僅か１キロのところに小学校、中

学校が隣接して、一歩間違えば大惨事となり

かねない重大事故が起こっています。やはり

この事故というのは、今の訓練の内容を聞い

ていても、人ごとではないなと感じました。

今回の訓練域の拡大、これによって、この

近辺のところというと、塩釜地区とか集落が

あります。おおぞら小学校、第三中学校も近

くにあります。上空を飛行する戦闘機であれ

ば、数分の距離になるのです。また同じよう

な事故が起こりかねません。

日米が合意したからと、有無を言わせない

通告、これはまさに地元軽視と言わざるを得

ません。何でも容認すれば、今後、大惨事を

招く重大事故の発生につながってしまうと思

います。もっと危機感を持つべきであり、厳

しく抗議すべきと思いますし、周辺住民にも

しっかりと情報を流して、安全確認は住民全

員集めてやっていただきたいと思いますけれ

ども、当市の見解を伺います。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） ただいまの再質

問にお答えいたします。

日米共同統合演習「キーン・ソード２３」

ですけれども、これは通常訓練ではなくて、

特別な訓練でありますので、もちろん市民の

方への周知は必要です。情報メールにて市民

にお知らせいたしました。また、新聞報道等

もあって、皆さん御存じのことだと思いま

す。

天ヶ森小中学校の訓練域が広がったという

お話もありました。答弁でも申し上げました

けれども、天ヶ森小中学校におきましては、

訓練域が広がったと申しましても、飛行機を

使った訓練ではなくて、対地射爆撃場での訓

練では飛行機の物流、投下訓練とかがあった

かもしれませんが、小中学校におきまして

は、航空機を使用したのではなくて、監視な

どにより情報収集の伝達訓練を行ったという

ことでありまして、周辺住民への影響はない

と判断し、訓練場所として使用していただく

ことになったものであります。

いずれにしましても、オスプレイに限ら

ず、市民の安全確認を図るように、その都度

要請してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 伝達等、飛行訓練

ではないということで、大丈夫だという回答

だったと思うのですけれども、訓練域が広

がったということで、特別な訓練でもありま

すし、最近では、本当に騒音被害であった

り、訓練の激化というのを市民の皆さんが実

感していると思うのです。

そういう中で、天ヶ森小中学校、これは防

衛省の管轄のところですけれども、それをま

ず、訓練に使うということ自体、また、訓練

が激化すれば、飛行機は使わないかもしれな

いけれども、ほかの戦闘機は飛んでいるわけ

ですから、やはり危険が高まるということに

は変わりないと思います。その辺も重々、

しっかりと調査していただきたいと思いま

す。

次に移ります。

２点目ですけれども、基地問題。オスプレ

イの訓練について再質問いたします。

オスプレイというのは、まだ不具合が解決

されていない。不具合が解決されていないの

に飛行しているというのは、そこからも安全

飛行、論外だと思うのです。やはりおかしい

と思うのです。車だって不具合があれば車検

は通らないので、車道を走れないわけです。

ドライバーの技術でカバーできるというのは

通用しないのです。

当市は、前回の質問の答弁で、安全が確保
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されるかどうか状況を注視していくとしてい

るのですけれども、このままだと、オスプレ

イの通常訓練、小川原湖での訓練が何事もな

かったかのように再開されてしまうのではな

いかと大変危惧しております。不具合が解決

されない状況では訓練は認められない。これ

が一番の安全対策だと思いますが、いかがで

しょうか。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） もう一度すみま

せん。よろしいでしょうか。申し訳ありませ

ん。もう一度。よく理解できませんでした。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 要するに問題が解

決されないということであれば、飛ぶべきで

はないと、飛ばすべきではない。このまま認

めれば、先ほども言いましたけれども、小川

原湖とかで通常訓練、縦横無尽に好きなよう

に訓練が始まるわけです。しっかりとその辺

を厳しく対処するべきではないかと。安全対

策というのであれば、飛ばせない、これが一

番だと思いますけれども、いかがですか。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） 再質問にお答え

いたします。

オスプレイ、議員のほうからたびたび欠陥

の御指摘がございます。オスプレイに限ら

ず、航空機の訓練、防衛省の訓練は、安全確

保を大前提に訓練しているものと考えており

ます。オスプレイの中止を求めるというお話

ですけれども、やはりこれは国策の問題であ

りまして、三沢市で、一地方自治体が中止を

求めるというのは大変難しいと考えておりま

す。

ただし、危険が及ぶような場合がもし想定

されれば、その際には、国に対処を求める必

要があると考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 再々質問させてい

ただきたいと思います。

今回、様々な危険な訓練、低空飛行とか目

撃されていることがたびたびあったわけで

す。小川原湖でも通告なしに訓練していた

と、知らせないまま。それを発見した方がい

て、これだけ大きく取り上げられるように

なったのですけれども。

そこで、福島県では県庁のホームページ

に、「米軍機と見られる航空機の低空飛行に

ついて」と題して、目撃情報の提供を市町

村、県民に募っています。米軍機と見られる

航空機の低空飛行など、危険な飛行を目撃し

た場合、写真や動画を提供していただき、そ

のたびに米軍機かどうかを確認するととも

に、国を通じて米軍に、そのたびに米軍に申

入れを行っていると。

三沢市としても、昨今の訓練の激化を踏ま

えて、やはり三沢市の市民の安心・安全を守

るためにも、三沢市のホームページに掲載し

て、目撃情報の提供を呼びかけ、そして危険

な低空飛行等、通告なしの訓練とか、市街地

の上空を低空飛行していたとか、様々な情報

を提供していただくというシステムといいま

すか、掲載といいますか、それが必要ではな

いかと思うのですが、これについていかがで

しょうか。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） ただいまの再々

質問にお答えいたします。

目撃情報をホームページなどで提供を求め

たらどうかというお話でした。低空飛行の話

もありましたけれども、低空飛行に対する確

認は、あったか、なかったかということに関

しては確認はできておりませんけれども、も

ちろん日々、航空機の騒音のうるささとか、

そういった苦情等々は、三沢市あるいは三沢

防衛事務所に入っているところであります。

その都度、情報共有を図って、防衛省から三

沢市、三沢市に入った情報は防衛省にという

形で情報共有しているところであります。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい
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ます。

しっかりとした厳しい対応をお願いしたい

と思います。それが重大な事故を防ぐ、やは

り防止対策になると思いますので、きちんと

強い態度で言っていただきたいと思います。

次に、福祉問題について再質問をさせてい

ただきたいと思います。

１点目なのですけれども、御答弁の中に、

今後、介護タクシーについて調査・研究して

まいりたいという御答弁がありました。

まず、市外の病院への送迎サービスの負担

軽減策として、社会福祉協議会の現在の送迎

車の台数を、現在の１台から２台に増やすこ

とが望ましいのではないかなと思います。

そのための財源確保として、国や企業等か

らの補助事業のメニューを探すこと。担当者

の人員確保、これは大変お金がかかると思い

ますが、これが必要です。これはぜひ取り組

んでいただきたいと思うのですが、しかし、

その実施には時間とお金がかかります。そう

いうわけで、当面は、介護タクシー利用者へ

の補助金の支給をするべきと思いますけれど

も、御見解を伺いたいと思います。

○議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 奥本議員の

再質問についてお答えいたします。

当市の移送サービスにつきましては、現

在、社会福祉協議会に委託して、車両１台で

行っているわけでございますが、車両を増や

すことに関しましては、現在のところ車両の

購入、そして人の配置などを含めて非常に難

しい部分もございますので、今後の検討材料

とさせていただきます。

それから、市外への移送などを含めた介護

タクシーの利用に対する利用料の負担軽減に

ついてでございますが、当市には総合病院、

ほかには様々なクリニックがございますの

で、他市の病院を受診することに対しての軽

減策については、現在、実施する状況にはな

いと考えております。

しかしながら、先ほども答弁いたしました

が、高齢化が進みますと、いろいろなケース

が出てくることも考えられますので、利用者

のニーズなども注視しながら、そして他の自

治体の利用料の軽減などの実施状況も含め

て、もう一度調査・研究してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ます。しっかりと調査・研究していただけれ

ばと期待しております。

福祉問題の２点目、再質問させていただき

たいと思います。

当市として、要介護度４、５の在宅の高齢

者、有料老人ホーム、サービス付き高齢者住

宅、認知症対応グループホームに入所されて

いる方に月５,０００円のおむつの現物支給

をされているわけなのですが、ただし、住民

税非課税の方に限定されております。課税者

は除外されています。課税といっても、年金

額で言えば大体１３０万円ぐらいだそうで

す。月１０万円ちょっとの年金といった方々

にもおむつの支給はされていないということ

になるのです。その一方で、特養老人ホー

ム、老健施設、介護療養型医療施設等では、

課税者であってもおむつの自己負担はありま

せん。

そこで、課税者であっても、必要とされる

方へのおむつを支給すべきと思います。まず

１つ目は、これについて。そして、もう２つ

目は、おむつを必要とする要介護度３以上の

方、多くの自治体が、青森県内では介護度

４、５が主流なのですけれども、大阪市とか

東大阪市、東京も江東区、板橋区、板橋区は

要介護度１からおむつを支給しています。こ

ういった要介護度３からおむつを支給してい

る自治体が、全国を見ると数多くあるわけで

すけれども、それを当市としても要件を緩和

するべきではないかと思うのですが、いかが

でしょうか。

○議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 奥本議員の

再質問についてお答えいたします。
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支給要件を緩和して、対象外となっている

市民税課税者、そして要介護度３以上の方に

も支給できるようにできないのかといった御

質問であったと思います。

まず、おむつなどを含めた介護用品事業で

ございますが、現在、県内のほとんどの自治

体では、市民税が非課税である世帯に対して

支給しているわけでございますが、それに対

しまして、当市では、対象者の方が要介護度

４以上の方で、市民税が非課税世帯ではなく

て、市民税が非課税者であれば支給の対象と

しておりますので、このような点で、他の自

治体よりも柔軟に対応させていただいており

ます。

ただし、おむつの介護用品につきまして

は、介護される御家族の家計に重くのしか

かっているものでございますので、今後、少

しでも負担を軽減できるように、要介護度

３、そして課税者を含めた支給要件の緩和の

検討をしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

本当に介護、１０年間寝たきりの身内の方

を介護されて、１０年以上、１,０００万円

かかったというお話も伺いました。本当に介

護というのは、本人も多分つらいと思うので

すが、大きな負担がかかる。その中で、本当

に様々な支援というのは本当に必要なことだ

と思いますので、ぜひ前向きに調査していた

だければと思います。

次に、経済問題、リフォーム助成事業につ

いてなのですけれども、１点目、今の状況を

伺いました。

２点目ですが、先ほど部長から答弁があっ

たように大変人気があります。１０万円に減

額されましたけれども、件数はその分増えた

と。そんなに人気があるのなら何で予算額を

上げないのでしょうか、枠を。すごく不思議

でならないのです。削るのではなくて、これ

だけ人気があって、３億幾らとか、地域の経

済波及効果が物すごくあるわけです。こんな

に人気があるのを何で予算額をどんどん減ら

して、なおかつ予算枠内でやろうとするので

しょうか、その辺について疑問を持っていま

す。その辺についてお答えをお願いします。

○議長（堀 光雄君） 経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） まず、予算枠の

ことに関してですけれども、恒久的にこの事

業を継続するためには安定した財源が必要に

なりますが、現在のところ、これに関して補

助とか、そういったものがありませんので、

市のほうの単独事業という形で実施しており

ます。

これを引き上げるとなりますと、その他い

ろいろな事業にも影響がありますので、今

後、この事業の推移を見守りながら予算の増

額については検討してまいりたいと考えてお

ります。

それから、１０万円に引き下げたものを元

の２０万円とか、さらには増額するような、

限度額の調整したらどうかという部分につき

ましては、今の現状で申しますと、市民の住

環境の改善意識の向上という目的とか、工事

受注の促進を妨げるような状況ではございま

せんので、ただ、そう言いましても、奥本議

員おっしゃいますように、昨今の物価高騰等

の影響もありますので、その辺の先行きにつ

いても、今後いろいろ検討してまいりたいと

思います。希望者の方が満足できるような補

助を受けられるように、バランス等を取りな

がら今後の上限等についても検討してまいり

たいと考えております。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

以前は、たしか５,０００万円ほどの予算

額を取っていた時期があったと思うのです。

それだけ人気があるし、地元の経済に波及効

果があるという部分で、ほかの予算云々と

か、単費だからということではなくて、財源

は市民のために使うべきですから、そういっ

た部分で、これだけ資材高騰、何倍も高騰し
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ていると事業者の方からも聞くのです。たっ

た１０万円だと魅力がないと、大工さんも

言っている方もいらっしゃいました。ぜひ前

向きに、声を聞いて、実情に見合った内容

に、予算額にするべきだということを申し添

えて、次の質問に移ります。

除雪問題です。

まず、除雪管理システムを導入しなけれ

ば、先ほどの高齢者の置き雪対策は始まらな

いわけなのですけれども、先ほども一般質問

で申し上げましたけれども、除雪システムと

いうのは、新庄市の担当課の方にもお話を聞

きましたけれども、大変事務作業の効率化に

成果を上げているとお聞きしました。事業者

から上がってくる請求のチェックなどの作業

も負担がなくなって、その分、人手がかから

なくなったという話もありました。

また、除雪事業者には、システム導入に当

たって経費負担はないそうですから、置き雪

対策も大変喜ばれているということだったの

ですけれども。

そこで、導入に当たって、先ほどからも出

ていますけれども、財源をどうするのかとい

うことだと思うのですけれども、新庄市は大

体５００万円ぐらいかかっているということ

なのですけれども、今、国はデジタル化を進

めておりますけれども、そういった中で、な

るべくだったら市の負担がないほうがいいわ

けですから、補助メニューをしっかりと探し

当てるということも必要ではないかと思うの

ですけれども、それに対していかがでしょう

か。

○議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 除雪問題に関す

る再質問にお答えいたします。

除雪管理システムの導入に係る補助金につ

きましては、内閣府の交付金を活用してシス

テムを導入している自治体もあります。当市

といたしましては、そのほかの補助制度や県

内自治体の事例を引き続き調査し、当市に

合ったものを検討してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 以上で、奥本菜保巳

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

佐々木卓也議員の登壇を願います。

佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） 市民クラブの佐々

木卓也でございます。

通告に従いまして、一般質問をさせていた

だきます。

まずは、第１点目の少子化対策についてお

伺いします。

政府は、２０２０年５月に、今後５年間の

少子化対策の指針となる少子化社会対策大綱

を閣議決定し、若い世代の結婚や出産の希望

がかなったときの合計特殊出生率の水準であ

る希望出生率１.８の実現に向け、若い世代

が将来に展望を持てるような雇用環境の整

備、結婚支援、男女共に仕事と子育てを両立

できる環境の整備、地域・社会による子育て

支援、多子世帯の負担軽減などに取り組むこ

ととしています。

しかし、現実は非常に厳しい状況と言わざ

るを得ません。全国で２０２１年に生まれた

子供の数は８１万１,６０４人と、統計開始

以来最少を記録し、１人の女性が生涯に産む

子供の数を示す合計特殊出生率も１.３０と

なり、６年連続で低下、婚姻件数は５０万

１,１１６組で戦後最少となりました。

また、本県の出生数については、前年から

３２４人減り、６,５１３人と過去最少を更

新し、婚姻数は前年から２６９組減の３,７

３６組で、初の４,０００組割れとなり、合

計特殊出生率は前年より０.０２ポイント減

の１.３１でありました。

子供を産む、産まないは、もちろん個人の

自由な選択ですが、結婚したい、子供を持ち

たいと希望する若者は多いのに、それを阻む

壁が多い現状を直視すべきだと思います。

ここで、夫婦の出産意識について毎年調査

を行っている団体の調査結果から、経済面、

仕事面、体力面で、２人目の壁を感じる夫婦
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は多いということが明らかにされています。

また、主に経済的な負担を壁とする３人目の

壁に言及している研究者もいます。

少子化の与える最大の影響は人口減少で、

人口減少は、地域の活性が失われ、衰退への

道を歩んでいくことにほかなりません。子供

は社会の宝であります。だからこそ少子化対

策は、日本経済の持続的発展や社会の安定、

安全を図る上で避けて通れない大きな課題な

のであります。

そのような中、本年１０月からは、産後パ

パ育休と言われる出生時育児休業制度の新た

な創設や、これまでの育児休業の原則１回取

得から、男女共それぞれ２回まで取得するこ

とが可能となりましたが、子供を産み育てた

いという希望をかなえるための環境をしっか

り整えていく必要があると思います。

さて、第２期三沢市まち・ひと・しごと創

生総合戦略では、国立社会保障・人口問題研

究所の推計に準拠する令和４２年の三沢市の

将来推計人口２万２,１２９人に対し、人口

減少問題に挑戦することで、３万人の目標人

口を目指すとしています。

本市の出生率は、２０１７年１０月１日現

在、県内１位の８.７であり、合計特殊出生

率については、２００８年から２０１２年が

県内１位の１.７９でありました。

小檜山市長は公約の中で、子育て支援の充

実等により、２０２３年までに出生率１０.

９及び合計特殊出生率２.０を目指すとして

いました。

そこで、三沢市の出生数、出生率、合計特

殊出生率の現状及びその向上に向けた子育て

支援に係る取組についてお伺いします。

次に、中小企業振興条例第４条に、市の責

務として、市は中小企業の振興に関する施策

を総合的に推進しなければならないと規定さ

れています。

そこで、子育て環境の充実にもつながる中

小企業振興のための雇用環境の整備、雇用の

維持及び創出並びに人材の育成に向けた本市

の取組についてお伺いします。

次に、道路問題の第１点目、市道整備等に

係る共有地問題の解決についてお伺いしま

す。

人口減少、少子高齢化が進み、相続件数の

増加、土地の利用ニーズの低下と所有意識の

希薄化が進行している中、今後、所有者不明

土地のさらなる増加が見込まれ、その利用の

円滑化の促進と管理の適正化が喫緊の課題と

なっているため、市町村をはじめとする地域

の関係者が行う施策を支える仕組みを充実さ

せるため、平成３０年に所有者不明土地の利

用の円滑化等に関する特別措置法が制定され

ました。

２０１７年の所有者不明土地問題研究会の

報告によれば、２０１６年時点の全国の所有

者不明土地面積は、地籍調査を活用した推計

で約４１０万ヘクタールあり、九州の面積以

上に存在するという衝撃的な内容となってい

ます。

所有者不明土地とは、次のような土地のこ

とを言います。登記簿や固定資産、課税台帳

など所有者が分かる台帳が更新されていない

土地。複数の台帳で記載内容が違うことか

ら、誰がその土地の所有者かをすぐに特定す

ることが難しい土地。所有者は特定できて

も、その所有者の所在が分からない土地。登

記名義人が既に亡くなっており、その相続人

が多数となっている共有地。所有者が分かる

台帳に全ての共有者が記載されていない共有

地。以上であります。

そこで、登記名義人が既に亡くなり、その

相続人が多数となっている共有地の用地取得

について、本市における最近の事例では、市

道春日台十和田線整備事業において、整備地

内に共有地が存在し、膨大な経費と時間が費

やされたところであります。

また、昨年度の町内会長会議では、共有地

問題で道路整備ができないと回答された事案

もありました。

そこで、本市の道路整備と公共事業におけ

る所有者不明土地の現状はどうなっているの

か、事業の進捗が図られていない、もしくは
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事業の実施を断念したなど、支障となってい

る所有者不明土地はないのか。

また、公共用地の取得にとって、平成３０

年制定の特別措置法及び共有制度の見直し等

を図るための令和３年４月の民法等の一部を

改正する法律によって、用地の取得等におい

て簡素化がなされたのかなどの影響について

お伺いします。

次に、２点目として、国による当該法整備

等を受け、本市の道路整備等公共事業におけ

る共有地問題について、市は今後どのように

対応していくのか、お伺いします。

次に、三沢市コミュニティバス「みーば

す」路線の道路拡幅等についてであります

が、市民を中心市街地や市立三沢病院につな

げる「みーばす」、免許を返納した高齢者も

利用する「みーばす」、高校生の通学などに

も利用され、非常に有用性が高く、常に利便

性の向上等に取り組んでいる「みーばす」で

すが、その路線道路が狭隘のため、バスとの

すれ違いにおいて支障を来し、特に大雪のと

きには通行が困難な場所があることから、今

後調査し、拡幅等を行う考えはないか、本市

の御見解をお伺いします。

次に、三沢大橋の改善についてであります

が、都市計画道路３・４・３号中央町金谷線

が開通して５年以上が経過し、春日台・古間

木地区と中心市街地との接続がよくなるとと

もに、上北自動車道とのアクセス性の向上に

より、県南地域はもちろんのこと、県内の物

流、観光等に大きな効果をもたらし、また、

その利便性ゆえに交通量が増加している春日

台トンネル、三沢大橋、千代田トンネルであ

りますが、歩行者及び通行車両の安全確保を

図る観点から、次の２点の改善について、本

市の御見解をお伺いします。

１点目として、歩車道分離帯が低く、視線

誘導標、いわゆるデリネーターがないこと。

２点目として、センターラインが消えてい

ること。また、車両が通行するときに端に寄

り過ぎることを防ぐため、白線の右側を通る

目安を示す車道外測線が消えていること。

以上で、一般質問を終わらせていただきま

す。御答弁のほどよろしくお願いいたしま

す。

○議長（堀 光雄君） ただいまの佐々木卓

也議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの佐々木

議員御質問の少子化問題についての第１点目

については私から、そのほかにつきましては

副市長並びに担当部長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと存じます。

本年１１月に青森県が公表した令和３年青

森県人口動態統計の確定数による三沢市の出

生数は２９８人、人口１,０００人当たりの

出生率は７.７となっており、令和元年の統

計値と比較いたしますと、出生率では８.２

から０.５ポイントの減少となっておりま

す。

また、国による市町村別の合計特殊出生率

の公表は５年に一度となっており、平成２５

年から平成２９年の期間における当市の合計

特殊出生率は１.７８となっており、平成２

０年から平成２４年における１.７９と比較

し、０.０１ポイントの減少となっておりま

す。

全国的にも少子化に歯止めがかかっていな

い状況の中、当市における出生率について

は、県内１０市では第１位を維持し、青森県

内全市町村では、おいらせ町に次いで第２位

となっております。

次に、少子化対策に向けた子育て支援に係

る取組についてお答えします。

当市では、妊娠から出産、子育て期まで切

れ目のない支援のため、平成３１年４月に

オープンした三沢キッズセンターそらいえ

に、子育て世代包括支援センターを開設し、

保健師、助産師、看護師等の専門職がコー

ディネーターとして活動しております。

具体的には、母子健康手帳の交付や産後の

家庭訪問の際に、個々の状況に合わせた子育

て支援プランを作成し、妊婦健康診査、両親
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学級、母乳相談や出産後体調や育児に不安の

ある母親が安心して子育てできるよう市内の

助産院に委託し、心身のケアサポートを行う

三沢市産後ケア、通称、ほっとママ事業な

ど、各種保健指導や相談サービスの提供など

につなげております。

さらに今年度からは、妊娠中や出産後に

ホームヘルパーを派遣する三沢市産前産後ヘ

ルパー派遣事業を実施しております。

また、大型遊戯室を備えた三沢キッズセン

ターそらいえは、地域の子育て支援拠点とし

て、子育て親子の交流の場や子育てに関する

情報発信、各種相談サービスを提供する子育

てサロンや一時預かりなどのサービスも提供

して、子育て世代の多くの方々に御利用いた

だいております。

次に、市内の保育所における保育サービス

については、共働き家庭の、多様化する就労

形態に対応できるよう一時保育、延長保育、

休日保育、病後児保育など特別保育サービス

の充実を図っております。

さらには、１８歳以下の子供３人以上の世

帯と独り親世帯に対し、地元産の米を支給す

る三沢市地産地消でわんぱく家族米支給事業

や、独り親世帯の１８歳までの児童等の医療

費を助成する三沢市ひとり親家庭等医療費助

成事業を実施し、保護者の経済的負担を軽減

し、子育て支援を図っているところでござい

ます。

市といたしましては、引き続き子育て環境

のさらなる充実を、少子化対策における最重

要課題と位置づけ、子育て世代の方々が安心

して子供を産み育てられるよう各種施策の充

実を図ってまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（堀 光雄君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 少子化問題の第

２点目、子育て環境の充実につながる中小企

業振興のための雇用環境の整備、雇用の維持

及び創出並びに人材の育成に向けた市の取組

についてお答えいたします。

中小企業における雇用情勢は、少子高齢化

により、生産年齢人口の減少や若年者層にお

ける雇用ニーズの変化等の影響により、全国

的に人材不足が課題となっております。

これを解消するためには、女性、特に子育

て世代の社会参加促進を目指す必要があり、

中小企業等における子育て環境の充実が今ま

さに求められております。

このような中、当市では、中小企業はもと

より、学術、金融機関等様々な関係団体の

方々に参加していただき、産学金官連携の

下、三沢市中小企業振興会議を設置し、当市

中小企業の振興を目指して取り組んでおりま

す。

当該振興会議では、地域中小企業振興のた

め、様々な課題を検討するとともに、その検

討結果をまとめ、市長に対しまして提言書を

提出してきたところでございます。前回、令

和３年度末に提出いただいた提言書では、女

性、特に子育て世代の方々が働きやすい柔軟

な働き方への支援について明記されてござい

ます。

当市では、これらの提言書に基づき、子育

て世代の女性が活躍しやすい柔軟な働き方を

推進していくこととしております。このた

め、地元中小企業及び行政向けの勉強会の実

施や求職者及び被雇用者におけるニーズの把

握、各企業への意識啓発活動等に取り組んで

きたところでございます。

今後におきましても、国の少子化対策の動

向、さらには、住民ニーズ、当該振興会議で

の検討内容や提言等を踏まえながら、雇用の

維持及び創出並びに人材の育成に向けて取り

組んでまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 市民生活部長。

○市民生活部長（田中 誠君） 道路問題、

三沢大橋の改善についての第２点目、道路の

白線が消えていることについてお答えいたし

ます。

道路に標示されている区画線、いわゆる白

線につきましては、道路法及び関係法令等に

おいて、道路管理者は、交通の安全と円滑化



― 25 ―

を図るため、必要な場所に区画線を設けると

ともに、適正な維持管理に努めなければなら

ない旨が規定されております。

しかしながら、この区画線の劣化につきま

しては、交通量や車両の走り方などに左右さ

れることから、損傷等の予測が非常に難し

く、維持管理をする上で大きな課題となって

おります。

また、引き直しなどの補修を行っても数年

しかもたないというケースもあるため、当市

においてもその対応に苦慮しており、市民か

らの要望や道路パトロールによる点検等を踏

まえ、懸案路線を抽出し、危険性や緊急性を

考慮した上で、順次計画的に区画線の引き直

しなどの補修を行っているところでありま

す。

御質問の市道中央町春日台線の千代田トン

ネル、三沢大橋及び春日台トンネル周辺の白

線が消えていることについてでありますが、

当該路線につきましては、上北自動車道の全

線開通もあり、今後ますます交通量の増加が

見込まれることから、交通事故を防止し、安

全、円滑な道路交通を確保するため、可及的

速やかに区画線の引き直しを行わなければな

らない路線であると認識しております。

いずれにいたしましても、区間線の劣化に

伴う交通事故や交通違反が発生することのな

いよう、引き続き劣化状況等の把握に努める

とともに、歩行者やドライバーはもちろん、

沿線住民の皆さんの声にもしっかりと耳を傾

けて対応してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 道路問題の市道

整備等に係る共有地問題の解決についての第

１点目、道路整備等公共事業における所有者

不明土地の現状と、法改正等に伴う公共用地

取得への影響についてお答えいたします。

所有者不明土地とは、国土交通省の所有者

不明土地ガイドブックによれば、不動産登記

簿などを参照しても所有者が直ちに判明しな

い。または、判明しても所有者に連絡がつか

ない土地と定義されております。

当市の道路整備事業等における所有者不明

土地の現状につきましては、現在実施してお

ります事業の用地取得対象のうち、一部の土

地において未相続の土地がありますが、その

相続人全員の所在地は、戸籍の調査などを踏

まえて判明しておりますことから、所有者不

明土地に該当する事案はございません。

しかしながら、当市において、現況の道路

そのものは共有名義であり、なおかつ相続登

記をしないままに現在に至り、結果として相

続対象者が膨大な人数となり、その影響に

よって拡幅等の整備計画の支障になっている

ことは十分認識しているところでございま

す。

国では、所有者不明土地の解決に向けて、

平成３０年度に、所有者不明土地の利用の円

滑化等に関する特別措置法を制定し、さらに

令和３年度に民法等が一部改正されました。

これらの法律により、長期間相続登記されて

いない土地について、登記官が長期相続登記

未了である旨などを登記簿に記録することが

できる制度や、今まで義務化されていなかっ

た相続登記の申請が義務化され、共有地問題

の解決をしやすくするための新たな仕組みの

導入など、様々な制度が創設されることと

なっております。

当市の用地取得事務等における影響につき

ましては、用地買収に当たり、地権者一人一

人と契約締結をして、分筆登記、所有権移転

登記をすることに変わりはないことから、法

律の制定により、事務負担の大きな軽減はご

ざいませんが、土地所有者が適切に相続登記

や相続人の申告をすることによって、これか

らの相続調査に係る負担軽減が期待されると

考えております。

続きまして、道路問題の市道整備等に係る

共有地問題の解決についての第２点目、共有

地問題解決に係る今後の対応についてお答え

いたします。

共有地の問題としては、相続登記が長年さ

れないことにより、所有者の探索に多大な時
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間と費用が必要になったり、共有者が多数の

場合や一部所在不明の場合、土地の管理や利

用のために必要な合意形成が困難になるな

ど、様々な問題が生じております。

今後も高齢化の進展による相続機会の増加

などにより、この問題はますます深刻化する

おそれがあることから、国の動向を注視し、

また、関係法令の改正等により、土地の利活

用に関する新制度が施行されることから、関

係機関と情報収集や連携を密にし、有効な制

度があるのか、調査・研究を進め、適切に対

応してまいりたいと考えております。

次に、道路問題についての第２点目、三沢

市コミュニティバス「みーばす」路線の道路

拡幅等についてお答えします。

当市が運行しているコミュニティバス

「みーばす」は、通勤や通学はもとより、お

年寄りからお子様まで利用されており、市民

の皆様に広く慕われている公共交通機関でご

ざいます。

このみーばす路線の中には、大型バスの運

行に際し、必ずしも十分な道路幅員があると

はいえない区間が存在することから、特に冬

期間は、除雪による寄せ雪により、すれ違い

等に支障を生じている場合があると認識して

おります。

そのような路線は、降雪の多かった令和２

年度及び令和３年度シーズンにおきまして、

通常実施している除雪のほかに、路肩に堆積

した雪を取り除くことで、路線バスの運行に

支障のないよう幅員の確保に努めたところで

ございます。

コミュニティバスの経路につきましては、

利用される方々の利便が損なわれることのな

いよう、幅員の狭い路線を通行している場合

もございますが、このような冬期間のすれ違

いが困難になっている区間を把握しながら、

きめ細やかな除排雪に努めるとともに、市の

関係部署と協議により、情報共有を図りなが

ら、どのような改善が可能であるか、調査・

検討を進めてまいりたいと考えております。

次に、道路問題の三沢大橋の改善について

の第１点目、歩車道分離帯が低く、視線誘導

標、デリネーターがないことについてお答え

します。

都市計画道路３・４・３号中央町金谷線

は、県が平成１５年度から建設工事に着手

し、２４年の歳月と約１２３億円の工事費を

かけ、平成２９年３月に開通した幹線道路で

ございます。

この幹線道路の完成により、当市の中心市

街地と春日台・古間木地区は直結され、利便

の向上が図られるばかりでなく、上北自動車

道六戸・三沢インターチェンジへの連絡も飛

躍的に向上しております。この道路は、三沢

大橋、千代田トンネル、春日台トンネルから

構成されるものであり、県からの引渡しを受

け、現在では、当市により市道中央町春日台

線として、維持管理が行われているところで

ございます。

御質問の三沢大橋の歩車道分離帯につきま

しては、その場所に雨水排水溝が配置されて

おり、この上部にカバーとして設置されてい

る金属製の縁石部分は、維持管理における作

業性を考慮し、取り外しが可能な構造となっ

ております。このため、通常、市道部におい

て見受けられる視線誘導標、いわゆるデリ

ネーターが設置されておらず、夜間や降雪時

など視界が良好でない場合には、車道と歩道

の境界を認識しづらいケースがあるとの声が

寄せられております。

このような声に配慮して、運転者が歩道と

車道の境界を明確に把握することができ、視

覚的に車両の進行方向を認識していただくた

めの措置として、歩車道の境界部分に、同様

の効果を持つ車線分離標を新たに設置してま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、質問順に再質問をさせていただ

きます。

まず、少子化問題の１点目の子育て支援の
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取組についてとありますが、妊娠から出産、

子育て期まで切れ目のない子育て支援が行わ

れているということ、理解をいたしました。

そしてまた、出生率、合計特殊出生率にお

いても、数値的には若干下がってはいるよう

ですが、なお県内で高い順位を維持している

ということが分かりました。

私の質問の中で、２人目の壁だとか３人目

の壁ということを申し上げましたが、もしお

分かりになりましたら、子供の人数別世帯数

についてお知らせいただきたいと思います。

○議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 佐々木議員

の再質問についてお答えいたします。

１８歳以上の子供がいる世帯数、１１月１

日現在で６,０５４世帯となっております

が、そのうち、子供１人の世帯は１,６８３

世帯、子供２人の世帯が１,２８２世帯、子

供３人の世帯は４５７世帯となっておりま

す。

ちなみに、そのほかでございますが、子供

４人の世帯数でございますが、８４世帯ござ

います。子供５人の世帯が１４世帯、子供６

人の世帯は５世帯となっておりまして、７人

以上いる世帯は、当市ではございません。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。

今の数字は、１８歳以下の子供ですね。

今、数字をお聞きしました。この数字だけで

は断定的なことは言えないのですけれども、

何となく三沢市においては３人目の壁がある

ように感じたところであります。再々質問は

ございません。

次に、２点目の中小企業振興のための取組

の関係ですけれども、中小企業振興会議の検

討を通して、様々な取組が実施されていると

いうことで、特に子育て世代の女性が活躍し

やすい柔軟な働き方を推進するための取組も

しっかり行われているということが分かりま

した。

そこで、再質問なのですけれども、私は男

女問わず、希望する人が全て正規雇用される

社会というのが来ればいいと考えているので

すけれども、そういうことに向けて、市のほ

うで取組を行っていることがありましたら、

お知らせいただきたいと思います。

○議長（堀 光雄君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 希望される方が

正規雇用されるための取組についてお答えい

たします。

現在、ハローワーク三沢管内における直近

の有効求人倍率は、常用フルタイムの平均が

１.３６倍、パートタイムの平均が１.０３倍

程度となっております。いずれも企業側の求

人数のほうが上回っております。このため、

業種等にこだわりがなければ正規雇用、非正

規雇用共に就職できる状況にあると言えま

す。

一方、同じ会社のままで非正規雇用から正

規雇用への切替えとなると、各企業の経営状

態、さらには個人の勤務状況等を考慮する必

要があります。

このため、市といたしましては、先ほど申

しました三沢市中小企業振興会議、それと、

市商工会が事務局となっております三沢市雇

用対策協議会、これらの団体と連携しなが

ら、各中小企業の皆様に対しまして、従業員

の働き方改革の重要性につきまして周知し、

引き続き市内各企業における働きやすい職場

環境づくりを目指して、啓発活動に努めてま

いりたいと考えております。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。

いろいろと取り組み、また今後も取り組ん

でいくということでありました。ぜひよろし

くお願いしたいと思います。

再々質問はありませんが、ここで一言だけ

申し上げたいと思います。以前、三沢市は、

主婦が幸せに暮らせるまちランキングで、北

海道東北ブロックで１位になったことがござ
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いました。ということで、女性が住みたくな

るまち、女性が好きなまちにしていくという

ことも少子化対策にとって大変意味のあるこ

とだと思います。いろいろな施策を通して、

２人目の壁、３人目の壁を乗り越えられるよ

うな、希望の持てるまちを目指していただ

き、願わくは、三沢市においてベビーブーム

の到来を実現、期待したいと思います。

それでは、道路問題に移ります。

共有地問題の２点目の今後の対応ですが、

特に現在は該当する事案はないということで

すとか、いろいろと伺いました。

その中で、今回の民法の改正の中に、共有

物の利用の円滑化を図る仕組みが整備されま

して、その中で、所在等が不明な共有者がい

る場合は、他の共有者は地方裁判所に申し立

て、その決定を経て、不明共有者の持ち分の

価格に相当する額の金銭の供託により、所在

等が不明な共有者の持ち分を含めて、不動産

全体を第三者に譲渡することが可能になるな

どの内容となっています。

先ほど質問の中で申し上げた市道春日台十

和田線整備事業では、このときには共有地の

法定相続人が６６１人に上ったわけですけれ

ども、今後もし同じような事案が出てきた場

合、今回の法改正の結果、これまでと比べて

用地取得がしやすくなったと考えていいの

か、再質問いたします。お願いいたします。

○議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 共有地問題に関

する再質問にお答えいたします。

宅建法令の改正により、共有制度の見直し

や新たな制度が令和５年４月１日から施行さ

れ、共有地に不明共有者がいても、裁判所の

関与の下で、共有物の変更や管理、共有関係

の解消を円滑に進めることが可能となりま

す。

今後につきましては、不明共有者がいる共

有地につきましては、このような制度を活用

し、例えば共有地の代表者が共有者の持ち分

を集約したり、不明者の持ち分相当を裁判所

に供託するなど、協力等をしていただくこと

によって、市の用地取得が容易になると考え

ております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。

もし今後、共有地に係る用地取得事案が

あった場合には、市としても、これはどちら

かというと共有地の所有者のほうの問題にな

るわけですけれども、市のほうとしても土地

所有者等との連携などによって、事業の進捗

に影響のないようにお願いしたいと思いま

す。

次に、みーばす路線の道路拡幅についてで

すが、これについては、まずは除排雪でしっ

かりと対応していただけると。そして、今

後、調査・検討するという内容だったと思い

ますけれども、必要なところには拡幅ですと

か、例えば待避所を設けるなど、地域住民に

不便を来さないようよろしくお願いしたいと

思います。再質問はありません。

それから、三沢大橋の改善について、デリ

ネーターの設置について、これについては、

デリネーターではないのですけれども、車線

分離標を設置していただけると。また、白線

についても可及的速やかに実施すべき事案と

理解しているということで、前向きな答弁だ

と理解させていただきました。

今後とも歩行者及び通行車両の安心・安全

のため、よろしくお願いいたします。再質問

はありません。

終わります。

○議長（堀 光雄君） 以上で、佐々木卓也

議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時５８分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（堀 光雄君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（加澤 明君） 議長を交代いたし
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ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

瀬崎議員。

○１２番（瀬崎雅弘君） 市民クラブの瀬崎

雅弘が、通告に従いまして、小檜山市長の政

治姿勢について一般質問させていただきま

す。

小檜山市長は、令和元年６月２日に執行さ

れました三沢市長選挙で初当選されました。

この市長選挙は最後まで予断を許さない大激

戦となりましたが、多くの三沢市民の皆様か

ら御支援並びに御支持を受け、平成から令和

となった新しい時代の第６代目の三沢市長と

して誕生されました。

小檜山市長は、市長選挙において、政策の

実施に当たっては、議員としての政治経験と

実績に加え、組織の規模、財政力、市民ニー

ズの多様化、高度化に対応した政策を小檜山

吉紀の責任と約束である六つの項目の「マニ

フェストネクスト２０２３」を掲げられまし

た。

その項目ですが、一つ目は子育て支援、二

つ目は教育環境の充実、三つ目は共生社会の

浸透、四つ目はＩＣＴタウンの推進、五つ目

は地域力の向上、六つ目は三沢愛の醸成を掲

げられ、それぞれの項目ごとに具体的な数値

目標を掲げられました。

また、令和元年三沢市議会第１回定例会に

おいて、三沢市政を運営するに当たり、基本

姿勢とその所信について述べられました。

その内容は、三沢市議会議員２期８年、青

森県議会議員３期１２年、計２０年の政治経

験の中で多くの方を知り、多様な場面に接

し、政策提言や問題提起などを行ってきた傍

ら、約４５年にわたり現場での幼児教育に携

わってきた、この政治経験と福祉という現場

経験を最大限に生かし、三沢に生まれ、三沢

に育ち、三沢に育てられ、三沢を愛し、常に

三沢を見詰めてきた市民感覚を忘れることな

く、ふるさと三沢のさらなる発展と市民福祉

の向上に粉骨砕身の努力を傾注していくと所

信を述べられました。

以上のことを踏まえ、１期目の任期は残り

約半年となり、次の点について伺います。

１点目は、選挙戦で掲げられたマニフェス

トネクスト２０２３に対する自己評価につい

て伺います。

小檜山市長は、六つの項目のマニフェスト

を掲げ、三沢市長としての活動を始められま

した。しかしながら、就任から１年足らずし

て新型コロナウイルス感染症が全国的に拡大

し、緊急事態宣言等が発せられるなど、多種

イベントの中止や行動制限等により市内の経

済、市民生活や生命を脅かす危機となり、多

大な影響を受けました。

小檜山市長は、新型コロナウイルス感染症

の対策に当たっては、市民の命を守るため、

青森県内でいち早く発熱外来を設置したり、

飲食店に対する支援給付制度を創設したり、

生活応援プレミアム券を発行するなど、その

対応に明け暮れました。

また、今年２月に入り、ロシアがウクライ

ナの侵攻により、石油、ガス等の燃料が高

騰、さらには円安となり、市民生活や経済等

に大きな影響があり、それらに対応せざるを

得ませんでした。

そのような状況下では、小檜山市長が掲げ

たマニフェスト実現にはかなりの制約や制限

を受けたと思います。それでも新型コロナウ

イルス感染症対策や市民生活を守りながら、

それぞれのマニフェスト項目ごとに設定した

数値目標を達成されるための努力を傾注され

ました。特に、約４５年にわたり幼児教育に

携わり、未来を担う子供たちのため、子育て

支援には力を入れられ、みさわ子どもしあわ

せ憲章を制定するなど、地道に一歩一歩前へ

前進されました。

そこで、市民も注目しているのですが、市

長は、これまでのマニフェストに対してどの

ような自己評価をしているのか伺います。

２点目は、三沢市長として２期目の出馬に

ついて伺います。

小檜山市長は、２０１８年に前種市市長が
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制定された第２次三沢市総合振興計画を受け

継ぎ、実現に全力で取り組む覚悟で市政運営

をスタートされました。

しかしながら、先ほど申し上げたように、

就任１年足らずで新型コロナウイルス感染症

が全国的に拡大し、緊急事態宣言等が発出さ

れるなど、各種イベントの中止や行動制限等

により、市内の経済、市民生活や生命を脅か

す危機となり、多大な影響を受けました。

そのような状況下でも市長は、「未来へつ

なぐ 心安らぐ 国際文化都市」の基本理念

の下、子育て支援、学力の向上、共生社会の

浸透、三沢・東京便の４便復活など、できる

ことから着実に市民の皆様との対話を通じ

て、地道に努力されていますが、まだ道半ば

であります。引き続き、その目標実現に向

け、持てる力を発揮すべきであります。

そのためには、２期目の出馬を早期に決意

し、御支援していただいた市民の皆様の期待

に応えるべきであります。出馬の決意は小檜

山市長自身が決めることであり、２期目の出

馬についてどう考えているのか伺います。

以上で、私の一般質問を終わります。御答

弁よろしくお願いいたします。

○副議長（加澤 明君） ただいまの瀬崎雅

弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） はじめに、政治姿

勢問題の第１点目、選挙戦で掲げたマニフェ

ストネクスト２０２３に対する自己評価につ

いてお答えいたします。

令和元年６月１７日に、多くの市民の皆様

の負託を受けて市長に就任させていただき、

以来、平成から令和となった新しい時代の６

代目市長として、当市の基本理念である「未

来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市」の実

現に向け、議員各位並びに市民の皆様の御支

援・御協力をいただきながら、誠心誠意市政

運営に全力を傾注してまいりました。

また、その政策の実現に当たっては、私の

政策集でありますマニフェストネクスト２０

２３を掲げ、六つの項目を達成するべく、市

政を前へ前へと進めてきたところでありま

す。

一方で、就任した翌年から新型コロナウイ

ルス感染症が全国的に拡大し、当市において

もその影響は甚大なものとなったことから、

マニフェスト実現に大きな影響があり、一部

の項目で思うように進捗が図れず、私として

は大いにもどかしさを実感した次第でありま

す。

しかしながら、そのような状況の中でも、

全庁一丸となって、私の公約の最重要課題で

あります三沢キッズセンターそらいえを拠点

とした子育て支援の充実のほか、みさわ子ど

もしあわせ憲章の制定や三沢・羽田線４便化

への取組、手話言語条例の制定など、子育て

支援、教育環境の充実、共生社会の浸透な

ど、その項目のほとんどに着手し、私が考え

ている目標どおり一定の成果を収め、もしく

は進展しつつあるのではないかと考えており

ます。

なお、マニフェストの達成状況の自己評価

点数といたしましては、私自身、おおむね７

０点から７５点程度と捉えているところであ

ります。ここまで私の政策を達成できたの

は、ひとえに議員各位並びに市民の皆様の御

理解と御指導、御協力のたまものであり、衷

心より感謝を申し上げるところであります。

今後におきましては、実現の途上にあるも

のや未着手の政策もあることから、これらの

課題につきまして、任期中にできる限りの前

進を図ってまいる所存でございます。引き続

き議員各位の御支援、御協力のほどよろしく

お願いいたします。

続きまして、政治姿勢問題の第２点目、三

沢市長として、２期目の出馬についてお答え

いたします。

先ほど瀬崎議員から２期目の出馬につい

て、大変身に余るお言葉をいただき、恐悦至

極に存じ、大変有り難く、心から感謝を申し

上げる次第であります。

私自身、市長就任以来、当市の基本理念で
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あります「未来へつなぐ 心安らぐ 国際文

化都市」を実現するために、子育て支援、教

育環境の充実、産業振興、基地政策など、新

型コロナウイルス感染症の影響や厳しい財政

状況を強いられる中ではありましたが、私な

りに全庁一丸となり、最大限の努力をしてき

たと自負しております。これもひとえに議員

各位をはじめ市民の皆様の御支援と御協力が

あったからこそと思っております。

しかしながら、人口減少、少子高齢化への

対応、まちのにぎわいづくり、雇用の場の確

保など課題は多く、まだまだ道半ばであり、

私自身がやり残している政策が多くあると認

識しております。それらは、私自身が市民の

皆様の先頭に立たせていただき、一丸で解決

していくべきものであると認識しており、そ

のための気力、体力、そしてやる気が私には

十分あります。さらには、市民の皆様の幸せ

のために、これまでの政策をさらにステップ

アップしていかなければならない使命と責任

を誰よりも感じております。

さて、２期目の出馬につきましては、後援

会をはじめ、市民の方々からも既に御要請を

受けております。この皆様の思いを深く受け

止め、三沢市が輝ける未来へと発展するため

に、正しい方向はどうあるべきか、そして、

私に課せられた責務は何であるかを考えた結

果、議員各位と市民の皆様の御支援、御協力

をいただき、次の４年間を再度、市長として

全力を傾注したいとの思いに至りました。

そして、「未来へつなぐ 心安らぐ 国際

文化都市」実現のために、来年の三沢市長選

挙に立候補することを決意いたしました。ど

うぞよろしくお願いいたします。

私からは、以上であります。

○副議長（加澤 明君） 瀬崎議員。

○１２番（瀬崎雅弘君） 御答弁ありがとう

ございました。

１点目のマニフェストの自己評価ですが、

自己採点では、７０から７５点と答弁されま

したが、新型コロナウイルス感染症が拡大す

る中、各種事業はかなり制限を受けられまし

たが、市長の強い気持ち、市民を守る、生命

を守るといった日々の努力が実を結んだと思

います。残りあと半年あります。少しでも前

へ前へと一歩ずつ進めていただきたいと思い

ます。私の評価としては、８０点以上あった

かと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。この点については再質問はありません。

２点目の２期目の出馬ですが、答弁では、

市長から２期目への強い意思と熱意を感じま

した。市民の皆様も期待しています。今後も

新型コロナウイルス感染症がまだまだ継続の

中でありますが、ウィズコロナ、アフターコ

ロナを見据えた市政運営に対する市長のお考

えについて再質問させていただきます。よろ

しくお願いいたします。

○副議長（加澤 明君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） 新型コロナウイル

ス感染症は、現時点で第８波に入ったと認識

されており、いまだに収束が見えない状況が

続いております。感染拡大により、市民生活

や地域経済に大きな影響が生じましたが、一

方で、コロナ禍を契機とする柔軟な働き方の

普及やビジネスモデルの変化、地方への関心

の高まりなど、様々な社会的変化をもたらし

ております。

一例を挙げますと、これまで十分に進めら

れなかった行政手続の簡素化やデジタル化な

ど、市民サービスを大きく向上させるスマー

ト自治体への取組を進めることのできる機運

が高まりました。

私は、ウィズコロナ、アフターコロナとい

う大きな時代の変換期において、この社会的

変化を変革に向けた絶好の契機と捉え、その

取組を一層加速してまいります。

また、コロナ禍にあって、多くの市民の皆

様がこれまでの生活様式を維持することが困

難となり、不安を抱えていることと思いま

す。その一人一人の思いをしっかりと受け止

め、私も市職員も社会の変化を敏感に捉え、

前例にとらわれず迅速に対応していかなけれ

ばなりません。
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そして、市民の皆様や議員各位の御意見を

しっかりとお聞きし、引き続き丁寧な説明と

議論を重ね、本市の輝ける未来のため鋭意努

力をしてまいります。

私からは、以上です。

○副議長（加澤 明君） 以上で、瀬崎雅弘

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

西村盛男議員の登壇を願います。

西村議員。

○１３番（西村盛男君） １３番、かがやき

の西村盛男でございます。

早速ではございますが、通告に従いまし

て、市政に対する一般質問をさせていただき

ます。

今回は、行政問題、子育て支援対策及び大

雨による農作物被害の２件についてお伺いい

たします。

まず、１件目の子育て支援対策についてで

あります。

近年、核家族化の進展や地域のつながりの

希薄化、共働き世帯の増加等、子育て世代を

取り巻く環境の変化によって、子育て世代に

子育ての負担や不安、孤立感が高まってきて

いる中、子供の育ちと子育てを社会全体で支

えていくことが求められております。

報道によりますと、本年の国内における子

供の出生数は、国の統計開始以来はじめて８

０万人を下回る見通しであり、前年から４万

人余り、率にして５％程度減少することが見

込まれるなど、当初の想定よりも８年早く少

子化が進む危機的状況であるとのことであり

ました。

これとともに、未婚化、晩婚化の進展、仕

事と子育てを両立できる環境整備の後れや、

子育てに対する負担感や経済的不安定の増大

など、少子化対策及び子ども・子育て環境等

の改善に関し、課題が複雑・多様化している

状況の中、国では、子供政策の司令塔となる

こども家庭庁の設置をはじめ、出産育児一時

金の増額や出産準備金による経済的支援と併

せ、妊娠期から子育てまで一貫して、困り事

の相談に乗る伴走型相談支援等を進める方針

であるなど、妊娠、出産から子育てに至るま

で、将来的に子供関連予算の倍増を目指すこ

ととし、今後、国を挙げて様々な課題の解決

へ向けた総合的な取組を進めていく方向性で

あるとのことでありました。

当市におきましても令和２年３月に、第１

期計画に続く第２期三沢市子ども・子育て支

援事業計画を策定し、基本理念として、子供

や親が本来持っている育つ力、育てる力を支

える環境づくり、子育てを重荷に感じること

なく、喜びをもってできる環境づくり、将来

に向かって夢や希望が持てる子育ち・子育て

環境づくりを掲げ、地域社会が一体となっ

て、子供たちが心身共に健やかに育つ環境の

整備や、さらなる子育て支援体制の充実を図

るべく、様々な取組を進めてこられました。

一概に少子化対策や子ども・子育て支援と

申しましても、その内容は多岐にわたるもの

であることは認識しておりますが、このまち

の未来を担う世代を守り、そして育てるため

にも、また、子育てをするなら三沢が一番

と、より多くの方々に思っていただけるまち

を目指すためにも、総合的かつ地域特性や

ニーズに対応したきめ細かな施策の展開が求

められるものと考えます。

そこで、第２期子ども・子育て支援事業計

画は、令和６年度が最終年度となりますが、

これまでの取組に関わる現状と、また、課題

があるとすれば、どのように認識されている

のか、お伺いをいたします。

次に、２点目、子ども医療費給付制度の拡

充についてであります。

この問題につきましては、本年６月の三沢

市議会第２回定例会、一般質問において、春

日洋子議員とともに取り上げさせていただき

ましたが、答弁の際、市長は、今後、各種財

政指標等を分析し、将来にわたって財政支出

が可能であると判断できれば、高校３年生ま

で助成を行いたい。そして、判断の時期は年

内に、やるならばフルスペックでとお答えに

なりました。
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当該制度は、少子化対策及び子育て支援策

の一環としまして、保護者の経済的負担を軽

減し、育児環境のさらなる向上を図るために

も重要なものであり、県内他自治体におきま

しても対象年齢拡充の動きが広がってきてお

ります。

子育て世代の市民からの期待の声がありま

すし、さらなる子育て環境の充実に向けた施

策は、新たな子育て世代の呼び込みに向けた

市としてのアピールにもなるのではないで

しょうか。子ども医療費給付制度の拡充につ

いて、年内に可否を判断するとのことであり

ますが、現在の検討状況はどのようになって

いるのか、お伺いをいたします。

次に、３点目は、子ども・子育て支援対策

について、さらなる充実を図るためにも、市

として今後どのように取り組まれていくの

か、お伺いいたします。

次に、２件目、大雨による農作物被害につ

いてであります。

本年８月、各地に甚大な被害をもたらした

大雨は、県内複数地域における河川の氾濫や

床上・床下浸水のほか、道路の陥没や土砂崩

れ等で一部集落が孤立化するなど、各地に大

きな傷跡を残しました。改めまして、被害を

受けられた方々に対し、心からお見舞いを申

し上げますとともに、一日も早い復旧を願う

ものであります。

当市におきましては、他地域と比較し、被

害が少なかったとはいえ、古間木１丁目及び

岡三沢８丁目地区等において道路冠水３件、

南町２丁目及び岡三沢８丁目地区において床

下浸水が１６件、字猫又駒沢地区では斜面崩

壊が１件、それぞれ確認されたほか、断続的

な大雨の影響により、農作物への浸水・冠水

被害等も報告されております。

報道によりますと、本市の主力農産物でも

あるナガイモ、ゴボウについて、登録面積の

２割超が影響を受けたとの推計がＪＡおいら

せから示されたとのことであり、現時点で、

当市を含む被害状況の全容は明らかになって

おりませんが、今後、収穫が進む中で被害が

さらに拡大しないか懸念されるところであり

ます。

このような中、先般、生産者の方々から連

絡をいただき、当会派かがやきの３名で現地

に出向き、農作物の被害状況を確認させてい

ただきましたところ、ゴボウ、ナガイモ等に

腐敗や奇形といった生育不良が見られ、生産

者の方々からは、今般の物価、肥料価格等の

高騰に加え、今回の大雨被害による影響か

ら、非常に大きな不安を抱えているとの声を

いただきました。

市としても今後の被害状況等を注視しなが

ら、必要に応じて支援策を講じるなど、被害

を受けられた方々に寄り添いながら、適切な

対応を取っていくことが求められると思いま

す。

そこで、１点目は、現時点で市が把握され

ている農作物の被害状況についてお伺いをい

たします。

次に、２点目、今後の取組についてお伺い

いたします。

以上、壇上からの質問を終わります。御答

弁のほどよろしくお願いいたします。

○副議長（加澤 明君） ただいまの西村盛

男議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの西村議

員御質問の行政問題、子育て支援対策につい

ての第２点目、子ども医療費給付制度の拡充

については私から、そのほかにつきましては

健康福祉部長並びに経済部長からお答えをさ

せますので、御了承願いたいと存じます。

本年第２回定例会において、子ども医療費

給付事業の対象年齢拡充について、１０月の

中期財政見通しにて、将来にわたって支出可

能かどうかの判断をし、年内に結論を出した

いと申し上げたところでございます。

その結果、当市の子ども医療費助成につき

ましては、フルスペックで、つまり、入院・

通院を問わず、かつ所得制限を設けずに、１

８歳まで拡充したいと考えております。ま
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た、実施時期は、来年度中に給付できるよう

現在準備を進めているところでございます。

私からは、以上です。

○副議長（加澤 明君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 行政問題の

子育て支援対策についての第１点目、現状と

課題についてお答えいたします。

全国的に少子化が進む中、令和３年の青森

県人口動態統計によると、当市の出生数は２

９８人、人口１,０００人当たりの出生率は

７.７となっており、減少傾向ではあります

が、国の出生率６.８、青森県の５.４と比較

すると、国及び県の水準を上回っている状況

でございます。

当市の子育て支援対策及び現状につきまし

ては、子ども・子育て支援法に基づく、市町

村事業計画である第２期三沢市子ども・子育

て支援事業計画において、地域における子育

て支援など八つの基本目標を掲げて、現在取

り組んでいるところでございます。

具体的な支援事業といたしましては、出産

後体調や育児に不安のある産婦が安心して子

育てができるよう心身のケアを行う産後ケア

事業、産前産後の家事や育児の支援を行う産

前産後ヘルパー派遣事業、さらに、子育ての

手助けをしてほしい人と、子育てのお手伝い

ができる人が、相互に会員登録を行うことに

より、急な用事など、子供を預けたいときに

活用できる、乳幼児や小学生を対象とした

ファミリーサポートセンター事業など、様々

な事業に取り組んでおります。

次に、経済的負担軽減といたしましては、

１８歳までの子供３人以上の世帯及び独り親

世帯に対し地元産米を送り、家計を支援する

地産地消でわんぱく家族米支給事業や、独り

親家庭における、低所得世帯への医療支援と

なる独り親世帯の医療費助成、また、住民税

非課税世帯のゼロ歳から２歳児までの保育

所、認定こども園などを利用する、子供たち

の利用料が無償化される幼児教育・保育の無

償化など、このように様々な子育て支援環境

の充実を図っているところでございます。

子育て支援の対策といたしましては、核家

族化の進展や共働き家庭の増加及び地域のつ

ながりの希薄化など、子育て世代を取り巻く

環境の変化によって、子育てへの不安感、孤

立感への高まりに対する負担軽減のため、地

域、関係機関・団体、行政など、社会全体で

の子育て支援が求められていると考えており

ます。今後におきましても、現在実施してお

ります子育て支援事業を継続しながら、さら

なる子育て支援の充実に努めてまいります。

次に、子育て支援対策の第３点目、今後の

取組についてお答えいたします。

先ほど御答弁申し上げましたとおり、子育

て世代を取り巻く環境が大きく変化する中、

子供を抱えた親御さんが地域で孤立すること

のないよう、地域住民、関係機関、市民団

体、行政など、社会全体での子育て支援が求

められているところでございます。

このため、当市といたしましては、引き続

き、第２期三沢市子ども・子育て支援事業計

画に基づき、子育てサービスの充実、子育て

支援に係るネットワークづくりや担い手確

保、子育てと仕事の両立と経済的負担の軽減

など、民間事業者や地域団体など幅広い主体

の参画と協力をいただきながら、地域全体に

よるきめ細やかな子育て支援サポートの環境

づくりを進めてまいりたいと考えておりま

す。

また、令和５年４月１日には、こども家庭

庁が創設されることから、国の施策の動向も

注視しながら、子育て支援体制のさらなる充

実を図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） 大雨による農作

物被害についての第１点目、市内の被害状況

についてお答えいたします。

去る８月３日、台風６号に由来する低気圧

や前線の影響により、青森県内は豪雨に見舞

われ、特に津軽地方では線状降水帯が発生す

るなど、大規模な被害が発生いたしました。

また、その後、前線が停滞したことにより、



― 35 ―

三沢市でも８月の総雨量が４７４.５ミリを

記録し、平年比の約３倍に達するなど、これ

までの記録を大きく上回る雨量を観測いたし

ました。

この雨に伴う農作物被害の調査として、

県、市及びＪＡおいらせでは、市内農地を巡

回し、被害状況を調査いたしました。この結

果、主にナガイモ、ゴボウの圃場において冠

水や陥没の被害が見られたものの、比較的農

地が平坦であることも幸いし、大きな土砂の

崩落や水田の冠水などの被害は見られなかっ

たところであります。

しかし、ナガイモ、ゴボウに関しては、長

期の圃場の水分含有により腐敗や生育不良が

懸念されることから、ＪＡおいらせでは、野

菜生産農家から聞き取り調査を実施してお

り、１１月３０日現在、約４割、１３９件の

農家で何らかの被害があったと回答を得てお

ります。特に、主力のナガイモ、ゴボウで

は、２４.１％の圃場で冠水等による生育不

良や品質低下が見られるとの報告を農家から

受けているところです。

出荷状況についてですが、ゴボウについて

は、９月から出荷が始まりますが、長雨の影

響で圃場に入れなかった関係で、９月の出荷

が少なめで推移した一方、１０月以降は、品

薄感から取引価格は現在高めで推移している

模様です。また、ナガイモについては、１１

月１４日から納品が始まり、２４日から洗浄

が始まったところであり、まだ出荷数が少な

く、データが不足していることから、今後の

推移を注意して見守ってまいりたいと考えて

おります。

続けて、大雨による農作物被害についての

第２点目、今後の取組についてお答えいたし

ます。

農家の収入を大きく支えている当市の主力

作物として、ニンニク、ナガイモ、ゴボウが

挙げられますが、今回の大雨被害では、この

うちニンニクについては、収穫後ということ

もあり、被害を免れました。

一方、ナガイモとゴボウの被害について

は、ＪＡおいらせからも支援の要請を受けて

おりますが、被害の全容を把握するに当た

り、特にナガイモの春堀りの結果など、長期

にわたり推移を見守る必要があります。農作

物の今後の品質や価格の動向、農家の収入状

況等を踏まえ、適切に対応してまいりたいと

考えております。

また、近年は、冷害だけでなく、気候変動

による自然災害の激甚化、新型コロナウイル

ス感染症の影響による需要の減少など、農業

災害が複雑・多様化していることを受け、国

では、平成３１年から収入保険制度の加入を

積極的に推進しております。

本制度では、農家の収入が基準収入の９割

を下回った場合、その９割を補塡するという

非常に充実した内容であることから、市とい

たしましても、安定した収入を確保できる収

入保険制度への加入促進を一層進めてまいり

たいと考えております。

以上であります。

○副議長（加澤 明君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） では、順に再質問

させていただきます。

まず、１件目、子育て支援対策について、

(１)現状と課題についてでありますけれど

も、午前中の一般質問で登壇された佐々木卓

也議員の質問に対する答弁の中でも話があり

ましたが、人口１,０００人当たりの出生率

が三沢は７.７であると。また、合計特殊に

ついては１.７８、いずれも県内１０市の中

では１位、全市町村の中でも１位とか２位で

しょうか、非常に高い水準にあるという話が

ありましたが、実態として、三沢の地域性を

考えてみれば、俗に言う転勤族というので

しょうか、転勤をされる方々の割合が非常に

多いわけでありまして、そういった俗に言う

転勤族の方々の中には、やはり若い世代の方

とか子育て世代の方々の割合というのは多い

印象を受けております。

ということは、将来にわたってこの三沢に

ずっと住み続ける、定住していく人たちの出

生率とか合計特殊出生率というものをはじき
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出すことは難しいですけれども、先ほど言っ

た転勤族の方々を別にして、本当に将来にわ

たって三沢に住み続ける人々の出生率等を考

えてみれば、もっと数値的には低いのではな

いかと思っております。他市町村と比べても

さほど変わりがないというか、非常に数値的

には、先ほど答弁であったような数値とはか

け離れてくるのではないかと思っておりま

す。

そしてまた、これも午前中の佐々木卓也議

員の質問に対する答弁でお話がありました

が、正式名称、間違っていたら申し訳ありま

せんが、主婦が、女性が選んだ暮らしたいま

ち、子育てしやすいまち、このランキング

で、東北近辺のエリアで１位を取ったという

お話もありましたが、これはやはり私の考え

というか思いとしては、歴代の市長をはじめ

関係者の方々、多くの市民の方々、先人、先

達の方々が汗を流して頑張ってきた成果が今

現れているだけなのだと思います。

こういった数字に甘んじることなく、今こ

ういう数字が出ているから、ランキングは１

位だからいいというわけではなくて、やはり

現状をしっかりと分析、認識をしながら、今

後の次なる世代を守っていく、そして、子育

てをする方々を応援していく、まち全体とし

て応援していく、より充実した取組が必要な

のではないかと思いますし、先ほど申し上げ

た地域の特性を含め、現状の取組、そういっ

たものの中に出てくる課題をしっかりと検証

していただきながら、今後、次期計画も令和

６年度が最終年度となっておりますので、そ

ういったものを策定する場合に、様々な声を

聞きながら取組を進めていっていただきたい

と思っております。

そこで、質問に対する答弁の中で、産後ケ

ア事業であるとか、産前産後ヘルパー派遣事

業であるとか、また、ファミリーサポートセ

ンターといったものを今取り組まれていると

の答弁がありましたが、現状、各事業の実績

というのはどういった状況になっているの

か、また、仮に利用者実績が低調であると

か、課題はあるのか、そういったところも含

めて、もし現状をつかんでいるものがあれ

ば、お教えいただきたいと思います。

○副議長（加澤 明君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 西村議員の

再質問についてお答えいたします。

各支援事業の実績ということでございます

が、まず、産後ケア事業でございますが、令

和２年度からの人数と実績になります。令和

２年度の利用は２９人で、利用回数は１２２

回、令和３年度は３１人で１１２回、令和４

年１１月末現在では２２人の６２回となって

おります。

次に、産前産後ヘルパー派遣事業でござい

ますが、この事業は今年から開始した事業で

ございますので、令和４年１１月末現在で

は、申請者が１２人、そのうち５人の方が、

延べ１３２回利用しております。

次に、ファミリーサポートセンターでござ

いますが、令和２年度の会員数が２２２人

で、活動回数は４２件、令和３年度では会員

数２１７人、活動件数は５５件、令和４年度

１１月末時点では会員数２０８人、活動件数

が８４件となっております。

これによりまして、子育て各支援事業につ

いては、件数が若干少なくなっている状況で

ございますが、多少、新型コロナウイルス感

染症の影響もあると思います。

今後は、妊娠期や子育て期の方々により多

く利用できるよう、減少しないように周知が

必要であると考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） 御答弁をいただき

ました。若干、コロナ禍において利用が低調

である、また、ニーズの問題もあるかもしれ

ませんが、今後、利用者目線でのさらなる充

実、制度の充実をお願いしたいと思います。

また、市民の方々からの御意見ということ

で、各種制度、事業について、より利用しや

すい環境整備というものも必要ではないかと

いう声が私の下に届いておりました。妊娠中
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ですとか出産直後でありますとか、私の妻も

少し前に第２子を出産したのですけれども、

やはり出産直後であるとか体への負担という

のが非常に大きい時期であると思います。

また、育児中も皆さん、やることがいっぱ

いたまっている中で、各種申請とか申し込

み、いろいろ手続に走り回るのが本当に苦労

しているのだというお父さん、お母さんの声

を私、聞いておりまして、例えばそういった

申請、申し込みがオンラインで手軽にできた

りとか、完全ワンストップの窓口があったり

とか、そういうものがあれば本当に有り難い

なと、そういった方々はおっしゃっていまし

た。

よく耳にする言葉であれば、窓口に行って

たくさんの申請書を書かなくても、ヒアリン

グを通じて申請や申し込みができる、書かな

い窓口。また、窓口をたらい回しにしない、

ワンストップで全てができる、回らない、回

らせない窓口。そして、先ほど申し上げまし

たけれども、オンラインで手軽に利用申請だ

とか、様々な手続ができる、行かない窓口。

こういった利用者目線の窓口や相談体制の取

組というのが求められているのではないかと

私は思っております。

さらに、現在の子育て支援の拠点となって

いる三沢キッズセンターそらいえであります

が、今後、国の動きも注視していかなければ

いけませんが、こども家庭庁がこれから創設

されて、現子育て支援課の業務等が絶対増大

すると思うのです。マンパワーももっともっ

と必要になってくると思うのです。

そういった中で、現状のそらいえの施設だ

けではなかなか、手狭になったりとか、機能

が十分に担保されるのかというと、非常に不

安に思う点があります。現保健相談センター

とそらいえを、健診は相談センターに行っ

て、ほかの手続はそらいえに行って、あとは

役所に行ったりとか、いろいろ点在している

そういう施設を回るのも、親御さんたちは本

当に大変だと言っておりますので、例えば

キッズセンターそらいえの隣に、新たに健診

等の機能を備えている新保健相談センターを

隣接させるとか、そしてそのエリアで事が全

てワンストップで済みますというような、利

用者の方々にとって優しい、有効的な施設の

運用、そういったものも整えてほしいという

声もいただいておりました。そういったこと

を今後ぜひとも検討していただきたいと思い

ます。今後の取組に心から期待を申し上げ、

次の質問に移りたいと思います。

２点目の子ども医療費給付事業についてで

あります。

先ほど市長から、来年度中に実施したいと

御答弁をいただきました。本来は国の責任に

おいて取り組んでいただくことが筋だと思い

ますし、理想であると思います。他方、何で

もただにすることがいいのか、そういう意見

もあって、賛否両論、様々あることは重々承

知しておりますが、やはり子供を育てる家庭

の経済的負担の軽減というものは、今後クリ

アしていかなければいけない重要な課題の一

つであると思います。

また、県内では、来年４月から１８歳まで

の無償化を実施予定の自治体もございます。

これも自治体間競争が加熱することに様々な

意見があるわけでございますけれども、先ほ

ど市長がおっしゃった、来年度中という言

葉。来年度は１２か月あるわけでありまし

て、現在、物価等の値上がりで、子育て世代

の経済的負担が増したりとか、非常に子育て

をする方々は苦しんでいる中、早期実施を望

む声もあります。具体的なスケジュール、見

通しが立っているならば、いつ実施するの

か、お聞かせいただければと思います。

○副議長（加澤 明君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 再質問にお答え

いたします。

次回の定例会において、当初予算及び条例

改正案を上程し、４月から受給者証の申請受

付を予定しております。並行しまして、シス

テム改修、関係機関との調整などを行いなが

ら、来年の７月受診の医療費から助成するこ

とができるように準備を進めてまいります。
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以上であります。

○副議長（加澤 明君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） ７月から実施とい

うことでございましたが、条例改正とか事務

的な手続、各種準備等に時間を要することは

理解できるわけでございますけれども、早期

実現を望む声がある中で、私は、臨時議会等

でも私個人としてはよいと思っています。決

して市長選の後まで引っ張りたいという気持

ちはあるわけではないと思いますけれども、

一日も早い実現を、早期実現を期待したいと

思うわけであります。あえて再々質問はいた

しませんが、市長としての、市としての英断

を期待したいと思います。

次、３点目、今後の取組についてでありま

す。

壇上での質問で若干触れさせていただきま

したが、国としても今後、子育て支援、本腰

を入れてやっていくということが連日報道さ

れておりますが、そういった中で、政府は、

妊娠中や出産後の新たな子育て支援策とし

て、伴走型相談支援とともに、１０万円相当

の経済的支援、これに取り組む方向性を示し

ております。これは、子育て世代にとって

は、経済的負担の軽減であるとか、困り事と

いったものの解消につながる非情に重要な政

策だと思います。

当市としては、どのような姿勢でこれらに

取り組まれていくのか、正確に確定している

段階ではないと思いますので、現在知り得る

情報の中で、どのように取り組まれるのか、

お聞かせいただきたいと思います。

○副議長（加澤 明君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 西村議員の

再質問についてお答えいたします。

先ほど１０万円の経済的支援についてでご

ざいますが、これは、出産・子育て応援交付

金によるものでございまして、数日前に国の

令和４年度第２次補正予算で成立いたしまし

た。現段階では自治体に対する説明で、実施

案しか来ておりませんので、はっきりした事

業内容は申し上げられませんが、分かってい

る範囲内でお答えいたします。

これは、妊娠届けや出産届けを行った妊産

婦等に対しまして、出産や育児関連用品の購

入助成、そして子育て支援サービスの利用軽

減を図る経済的支援として、妊娠届出時に５

万円、その後、出産届けを出した後に、保健

師や子育て支援員などの面会を実施した後に

さらに５万円、合わせて１０万円を支給する

というものでございます。

この支給についてですが、妊娠届出時に、

１回目としては５万円を現金で給付いたしま

すが、その後の出産届け後の２回目の給付５

万円につきましては、国では、出産・育児関

連商品を購入するギフト券として５万円相当

のものを支給するとされております。

ただし、２回目のギフト券の給付に関しま

しては、自治体の判断により、現金給付も排

除されないこととされているものでございま

すので、当市といたしましては、利用者の利

便性を考えまして、できる限り現金による給

付を検討したいと思っております。

給付する時期など詳細につきましては、こ

れから国のほうから正式な交付要綱、そして

実施要綱が来てからとなりますので、決まり

ましたら可及的速やかに実施してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） 理解いたしまし

た。これにかかわらず、お聞きしたいことは

たくさんあるのですが、また、委員会等の機

会にお聞きしたいと思いますが、今後の取組

について再々質問でございます。

これまで述べてきましたとおり、少子化等

の現状は非常に厳しいものがあると思いま

す。少子化の波は待ってはくれません。市長

マニフェストの子育て分野、出生率等につい

て、残念ながら目標値に及ばなかった、そう

いった見通しでありますが、今後、２期目の

出馬を控えている中、どのような思いで、私

としては、子ども・子育て支援というもの
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は、もちろん少子化対策もそうですけれど

も、最重要課題、何としても解決に向けて努

力をしていかなければいけない非常に重要な

ものであると思っております。市長はどのよ

うな思いで、今後、少子化対策、また、子ど

も・子育て支援の充実等に取り組まれていく

のか、その思いをお聞きしたいと思います。

○副議長（加澤 明君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） 私は、市長就任以

来多くの市政における重要施策を推進してま

いりましたが、特に、マニフェストの最重要

項目である子育て支援には、私自身、約４５

年間にわたって現場での幼児教育に携わって

きたことから、並々ならぬ思いを抱き、全力

を傾注してまいりました。

今後におきましても、これまでの市長とし

ての経験と、幼児教育の現場での経験を生か

しながら、子育て支援を核とした政策を推進

し、市民の皆様が、住んでよかった、これか

らも住み続けたいと思っていただけるよう、

市を挙げて全力で子育てを応援する仕組みを

構築してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） では、２件目、大

雨による農作物被害について、(１）市内の

被害状況については承知いたしました。あり

がとうございます。

２点目の今後の取組についてであります。

部長もおっしゃられたとおり、先般の大雨と

同様に、近年、地球温暖化に伴う気候変動、

こういった影響から全国的に集中豪雨ですと

か、突発的なゲリラ豪雨が多発するなど、今

後も自然災害が激甚化、頻発化していく。そ

ういったことが予想されております。本当に

備えというものが大事だなと思ったわけであ

りますけれども、今後、被害状況等、ナガイ

モにおいては、春掘りとかがあって、なかな

か被害状況の全容をつかめない中ではありま

すが、今後ぜひとも被害状況等をしっかりと

注視していただきまして、私としては、必要

とあらば経済的支援も必要であると思いま

す。

それに加えて、先ほど部長おっしゃいまし

た収入保険制度というものがあるというこ

と。この加入促進を積極的に取り組んでいく

必要があると思います。三沢市は加入率とい

うものが低いという話も伺っておりますが、

現状どういった状況なのか、そして、国と連

携し、今後、加入促進に努めるということで

ありましたが、そこも含めて、もう一度御答

弁をいただければと思います。

○副議長（加澤 明君） 答弁願います。

経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） まず、最初の収

入保険の加入状況についてなのですけれど

も、収入保険の加入条件といたしまして、青

色申告を行っている農業者となります。その

件数といたしまして、１９４件となっており

ます。そのうち、令和４年度の８月末現在の

保険加入者は１７件、加入率として８.８％

にとどまっております。

加入率が低いのをどのように加入促進して

いくかということですけれども、この収入保

険というものは、国から７５％の保険料が補

塡されることになっておりますが、それでも

収入保険の保険料が高いという声が寄せられ

ておりますことから、市では今年から、保険

の加入者１件当たり３万円を上限に助成を

行っております。ただ、それでもまだ加入が

進まないということもありまして、さらに

は、来年度に向けて、助成額の引上げも検討

しているところであります。

また、収入保険のＰＲにつきましては、共

済組合のほうと連携して、個別訪問等も含め

て、加入促進を図っていくこととしておりま

す。

以上であります。

○副議長（加澤 明君） 以上で、西村盛男

議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（加澤 明君） 本日の日程は、以

上で終了いたします。
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なお、明日も引き続き、市政に対する一般

質問を行います。

本日は、これをもって散会します。

午後 ２時０８分 散会


